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一
は し が き

社会の工業化にと もない,近 年は各企業か らの工場適地紹介の希望が増加 しっっある。今後 は

地域開発の計画 とも関連 して,ま すます紹介希望件数は増加してくるものと思 われ る。一方企業

側 では紹介の内容 に関して種々の希望がある。た とえば,適 地 その ものの指定,水 利上の適地例,

運 輸,交 通上の条件 に対する要求等質問の種類 もかな り多岐にわたっている。

このような状態では従来 どお り紹介処理 を人 手で行な うのは不可能にな り,す みやかに電子計

算機による検策方法を確立 しなければな らない。

この報告書 は 「工業立地行政高度化調査研究 」の一環としてあげられた 「工場適地紹介情報検

策方法の調査研究 」について行な った ものであ る。今回は工場立地の理論的な分析と既存の検索

システムを調査することにより,本 業務に関す る検索方法の検討を行な うと共 に検索用 フ ァイル

作成資料 として使用 され る工場適地調査資料の整理,検 討を行なったが,次 回は ファイ リングを

中心 に具体的な システムの設計および作成を行な う予定であ る。

昭 和45年3月

財団法人 日本情報処理開発 セ ンター

会長 難 波 捷 吾
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1立 地 理 論 と シス テ ム設 計

1.目 的と領域

本研究は,最 終的な目的である地域工 業開発 ビジ.ン の策定にっなが る一連 のフローチャー ト

において,そ の対象を工場適地の分布にとった とき,最 も適当な工場適地 を抽出して,企 業 を対

応 させ るシステムの設計を目的 としている。

このため,立 地理論に則 した体系的 な適地の検索方式の開発 が必要であ るが,こ れをシステム

に整理 して,機 械処理 を行な うためには,い くつかの前提をもうけなけれ ばな らない。システム

は,目 的のある行為のプロセスを同 じ操作性の次元で結ぶための方法で,そ の前提 とする仮設の

領域 内で有効な もの と考 える。

本研究では,地 域工業開発 ビジ.ン 策定に参加する各観点か らの展開を全て含み,か つ,そ の

ビジ.ン の形成 に適合す る様な工業立地 を指導的立場で,企 業に工場適地 を紹介す る機能を領域

とす るため,工 場適地に関す るあ らゆ る観点か らの,判 断を体系化し,企 業の立地の優位性を指

針す る必要がある。

よって,必 要十分 な客観性の もとに,そ の企業に適正な適地を紹介するため,研 究の内容は,

"必 要十分な客観性"の 領域における判断の システム化と
,技 術的 問題 としての,同 システムの

方法の展開に分けて考 え,"地 域工業開発 ビジョン策定"を 前提にモデルが外挿 され る段階成長

性のシステムを設計す ることを一応の 目的 とすることができ,こ うした トータル システ ムの中で・

とくに適地検索 システムとなる情報処理 システムを判断過程の分化を前提に設計す ることにする。

なお,本 研究は,こ うした,全 体像の認識の もとに,3年 間の長期研究のうち,初 年度にあた

るため,全 体 システム設計の概 要および観 点を一般的に論じ,前 提を固定化 した上での,工 場適

地 を企業 との間の適合性の検討のシステ ムと検索方式を設計す ることに観点 を置いてい る。なお,

後述す る立地決定の要因データになる情報につい ては,最 終的な トー タル システ ムに対応 し得 る

よ う,フ ァイ リングシステムを設計してい る。

工業立地 とい う全体像の申で,適 地検索 という概念 としての部分抽出の不可能性に着目して,

システムによる領域化が本研究のテーマであ る。

2.立 地 理論 の展開

システ ム化の 準備

技 術的 展 開につ いて は,一 般 的 に,シ ステ ム設計 理論 の展 開で ふれ るが,工 業立地 の よ うに
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非常に多岐にわたる問題 に対 して,そ れぞれの レベルか らの解を全体の関連か ら構成しなけれ

ばな らない場合の システム化で,先 ず,着 目しなければな らないのは,領 域化の問題である。

すなわ ち,工 業立地決定におよぶ考察の対象の全領域 に対 して,と りあつか うシステムは,

正確 に必要十 分な観点 を用意しなければな らず,同 時に,何 らかの論理回路 とその概 念のっな

が り,っ まりど りあつかいが可能な操作性で,そ れ らの観点が結ばれ てい る必要 がある。

このため,こ の間のディメンジ。ンの ちがいは妥当 な仮設で構成されると考 える。

システム化の条件

常にシステム設計 の概念を底辺 に整理を進める。

システム的に展開す ると,企 業の最適立地を決定す ることに目的 を置 く,最 適化システムは,

口 回
最適性

企業 と立地地点(本 研究の場合は工場適地)の 最適適合で,企 業側か らみれば,企 業の立地条

件を満足す る地点の抽 出とい う技 術解が対応するが,一 方,工 場立地 の観点か らさらに,広 域

的 に考察す ると,工 場立地は単 に地域 と一企業の関係 に止ま らず,長 期的にみれば,そ の企業

立地の地域におよぼす影響,集 積による効果,さ らに産業配置による広域的な効果等 を考慮に

入れると,"最 適性"の 持つ意味がそのシステムの全体の領域を規制す ることになる。

すなわち,'何 が最適か"が 本 システム設計の中軸 を形成す るスケールになる。一 般に工業

の主要な立地条件 は次のよ うに整理 され る。(西 岡久雄著,経 済立地 の話)

市 場 一 需要(規 問,価 格,嗜 好性,安 定性,成 長性)近 接性

用 地 一 面積,価 格,地 盤(地 耐力),形 状(地 形を含む)調 達容易性(所 有関係,

地 目関係等)

用 水 一 水量,水 温,水 質(硬 度,ph価,微 生物,混 濁度),価 格,安 定 性,

一 調達容易 性,排 水容易性,

原材料 一 景,質,価 格,安 定性,近 接性
(エ ネルギーを含む)

労働カ ー 量,質(熟 練度,技 術),種 類(性 別,年 齢,気 質,パ ー トタイ マー,通 勤

可能 性等),賃 金,労 働 組 合関係,近 接 性,

交 通 一(道 路,鉄 道,内 陸水路,港 湾,空 港)一 く略 〉

・通信(郵 便,電 信,電 話)一 く 略〉

情報 機 関(大 学,研 究所,官 公庁,ジ ャー ナ リズ ム,業 界 団体等)一 く略〉

関連 産 業(協 力 業者,競 争 業者 等)一 く 略〉
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気 候 一 気温,雨 量,湿 度,晴 天日数,積 雪,結 氷,濃 霧等の期間,空 気清澄性

災 害 一 台風 洪水,高 潮,津 波,地 震,火 災,豪 雪,公 害(騒 音,臭 気 汚水,大

気汚染)

生活環境 および地域社 会

企業にとっては,以 上の条件がよ り満足 され る工場適地 を選択し,立 地 の対 象となることが

自然であろ う。

ところが,先 に述べたように一企業の行動 もよ り大 きな観点か らは,そ の生産 性 も地域経済

にっなが り,ま た,企 業の立地 はその地域の活動の力を高め,ひ いては,地 域開発の一手段

とな り得て,一 つ一つの立地は,独 立 に考 え る こ とは で きな い 。 と く に ・新 全 国総合

開発計画では,生 産のダイナ ミズムに着目して,全 国 ネ ットワークの整備 を基 礎に,産 業の拡

大と地域の開発を目途 としてい る背景か ら,立 地の最適性は,こ れ らの広域性のスケールによ

って判断 されよう。

機械的に考 えると,各 レベルにおける観点か ら工場適地 に優位性をつけることで,そ のプロ

セスを分解 してモデル化し,機 械処理の可能なように構成す ることで,こ のための条件 を次の

よ うに整理する。

1.物 理的条件 一 その企業の生産 性その ものに関す る条件,団 地 『水等

2.経 済的条件 一 流通,市 場への近接性等全企業活動に関す る条件

3.社 会的条件 一 立地地域に関す る条件,地 域開発,企 業の定着性等

また,一 方,こ れ らの条件 の対応す る空 間にっいては,そ の条件が

1.地 域 一 広 域的な位置づけ

2.地 区 一 適地の周辺を含 む領域

3.地 点 一 通地内

におよぶところで分解 されると考 える。

広 域
以上か ら,工 業立地 に関 して,対 応

する情報は,3つ の観点 と空間の広が

りの直交す る平面に全て位置づけられ,
地 域

それぞれの最適性検定をステップに全

領域の判断を可能 とし,優 位性の検索

を行なうものとする。 地 点

この モデルに よる領域が,ま た次の

3観 点によって大 きく代表 され る。
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立地条件の領域化

1広 域における経済的条件

II地 区における地域形成上の社 会的条件

皿 立地地点(工 場適地)の 企業に対応す る物理的条件
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今,一 企 業Aの 適正 立地 を考 え,決 定 の プ ロセ ス を追5て 問題 を単 位化 す る と・ その順位 は

次 の システ ム設 計 で ふれ るこ とに しそ,一 般 に次の ように な る。

1.

企 業 の条件 →

2.

L

地 域 の 条件→
2.

生 産 行動 が可 能 か→ 団地,用 水etc∴

企 業 行動 が 可能 か→ 市場へ の近接 性etc・

広 域 的 に適 性 か → マ クロ的観 点 か らの産 業配 置 構 想etc・

地 域 的 に適 性 か → 地域 都市計 画,地 域 開発 上 の優 位性(地 域 に と って)

etc・

このように,工 業立地は,企 業側か らの条件 と同時に,立 地 を受け る地域側の条件が満足 さ

れ る必要 がある。従来工業立地問題 が各企業を対象に論 じられてきたが・生産活動の広域化・

高次元化か ら,企 業対企業の境界で,こ うした総合か らの位置づけ・あるいは経済効果を吸収

し得な くなり,こ うした観点か らの指導性を基礎に立地対象地域 を決定しなければな らない。

これは,マ クロ的には,工 業集積のメ リッ トにっながり,ま た,こ うして,工 業立地を主体に,

地域の開発を意図するとき,広 域経済的な観点か ら,集 積の形態に対す る指導性が発生す るだ

ろう。

一方,地 域側では,具 体的に,そ の地域の形成を目途とす る。

計画にそった団地の開発の優位性 を考慮する必要がある。
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こうした観点は,基 本的に,工 業の集積による地域へのインパク トの構成か ら・地域社 会の

形成につなが るプロセスで,逆 に工業に とって も社会的 な立地条件 となる。 システムでは,こ

の領域 に対す る一般的なモデル認識を考 えなければな らない。企業に とっては・意 図す る生産

活動が必要な条件 を満足する必要がある。 ここで,企 業対地域に必要十 分なレスポンスを条件

間です るとは考 え られない。

これ は企業の生産性が条件 と一意的対応を持 つとはい えず,条 件 によっては,あ る程度 の許

容性があ るため,立 地の対象企業性向を固定 し得ないためである。

以上 を整理 す ると,工 業 立 地 行 動 は企業 と工場 適地(位 置,団 地,そ の他の条件が明 らか

にな っている対象)の 対応性で と らえると,先 ず,全 体の必要条件を満足する適地 を選択 し,

次に広域的に地域の優位性を,さ らにその地域におけ る適地の開発優位性 を検索す るとい うシ

ステムで表現 され よう。

これは,前 述 の条件の領域による(D広 域における経済条件,OD地 区における社会条件・(田)地

点の物理的条件 につなが り,各 々についての,検 定 の総合化がシステ ムのおよぶ範囲 とな る。

白

■

3.体 系 化

シス テ ム構成 の概 要 は,前 述 の通 り,

STEP1企 業 条 件

STEP2

STEP3

STEP4

企業条件
STEP5

地域条件

5つ の ステ ップ に分 解 され る。

立地広域地域選定

全国9ブ ロック

企業の生産条件を満足する

適地選定

産業配置計画 ・業種の対応か ら
開発地域の プライオリティ
工業地区又は工業地 区を2,3ま とめた地区

地域 計画 ・都市 計画 ・モデル に よ る地 区 内

適地 の開 発 プ ライ オ リテ ィー

企業立地行動 モデル ・適地に対す る行政助

成措 置 によ るプ ライオ リテ ィ

Step1. 企 業 の要 望 によ る ブロ ック選 択

一5一



Step2.企 業 の経 済活動 の 必要条 件 に よ る適地 選 択,領 域 皿,立 地地 点 の企 業 に対応 す

る物理 的条 件 で,シ ステ ムで は,企 業条 件 と適地条 件 の適合 システ ムを とる。

Step3.Step1.の ブ ロ ック構想 を外 挿 として,地 域 経済分 析 の総合 で,プ ライオ リテ

ィー を検定

一 方
,企 業条 件か ら,(ex・,市 場 へ の 接近 性,業 種傾 向,都 市型工 業,地 方

型 工 業等)地 区の プ ライ オ リテ ィー を検 定

Step4.適 地 の近 接す る都 市集 積 を中 心 とす る地 域形 成 のパ ター ンか らの位 置 づ け,後

述,地 域 構成 モデル に よ る検 定

Step5.最 終 決定 の た めの 計量 分 析 お よび適地 の 開発 措 置 によ るプ ライオ リテ ィー

以上,シ ステ ムで は,領 域 を主体 に,プ ロセ スの単位 化 を図 り,そ の検 定 の プ ライ オ リテ ィー

を,上 述 の様 に,線 型化 して,Step対Stepの 互 換 性 を吸収 してい る。

これ らの情 報処理 システ ムはStepに 関 連 せ ず,領 域1,1,皿 に対応 して,デ ー タその他 の

情報 を レベ ル化 せず,ア クチ ュアル な型で フ ァイル し,Step毎 に処理 モデル(後 述)に 従 って ・

必 要 なデ ー タを フ ァイルか ら呼 び出 し,処 理す る シス テ ムを とる。

各 ス テ ップか らの

ク ス

よ っ て,デ ー タ の フ ァ イ リ ン グ シ ス テ ム は,そ の コ ー デ ィ ン グ の シ ス テ ム に よ る 。

レ'

'

4.工 業 立地 シ ステム の設 計

4.1一 般 システ ム設 計 理論 の展 開

シス テ ムの実 際的 概念 は定 義に よ って 始 ま る。 シス テ ムは目的達 成 の た めに機能的 かっ操作

的 に結 合 され て いる1組 の エ レメ ン トの活 動過 程 と して定 義 され る。 そ こで これか ら工 業 立地

の シ ステ ム設計 につ い て論 じて いか なけ れ ばな らない が シ ステ ムに対 しての位 置 がずれ る とい

けな いので ここで この シス テムの定義 を して お く。

工 業立 地 の システ ムの定 義:企 業 に対 して工 業適 地 の紹 介,指 導 の た めの 情報 を受 け とった

り,伝 達 した りす るた めの合理 的 に計 画 され た手段 で あ る。
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この工 業立地 の システ ムは情報 シス テ ムの カテゴ リー に属 す る もの で ある。 こ こで 情報 シス

テ ムの定 義 とその設 計 につ い て論 じ,そ の システ ムにそ った形で 工業 立地 シス テムを設計 して

み るこ とにす る。

大 きな情報 システ ム を設計 す る場 合 に は全 て次 の6段 階 を順 に通 過す る。

第1段 階

第2段 階

第3段 階

第4段 階

第5段 階

第6段 階

システ ムの構想

予備調査

システム必要条件の設定

システム設計の方法

設計資料の作成

システムの評価

システ ム設計 において段階 とい う言葉は,あ る程度の制限が加わ らなければな らない。高度

に抽象的な議論においてのみ6つ の相異なる設計段階があ り,そ れ らは論理的,時 間的 な順序

をあ らわ している。ある場合には,必 要条件の設定 とか設計の方法 とかいった各段階の主 プロ

セスは,他 の段階 で も同様に実行 され る活動ないし機能であ る。たとえば,シ ステムの必要条

件の設定は最初のシステム設計の方法が始 まる前に決定 しなければな らないが,そ れで最終的

な決定 が終 るわけではない。一つの システムが開発 され る全過程を通じて,古 い必要条件に対

して,た えず,よ り詳細な新 しい修正 の必要が生 じて くる。またシステムの運転が始まれば,

実際の結果に照 らして,新 しい必要条件が生 じてくる。 システムの環境 ないしは技術の変化 も

また新しい必要条件 を生 み出す。

これ らの システム設計の各段階の時間的順序を示すのが図1-1で あ る。フィー ドバ ックの

矢印は設計過程が閉ル ープサイ クルであ ることを表わ している。 これはシステム設計の進化 を

反映してい る。各段階の矢印 は,後 の段階で獲得 された知識や下 された決定が,前 の段階にフ

ィー ドバ ックされ ることを示す。フ ィー ドバ ック ・ルー プは問題解決のプロセスが反復的であ

るという事実を反映 している。二つが重な り合 っているのはそれ らの開発活動が同時平 行的 に

進 められていることを示す。また白い矢印はシステ ム設計のコントロールを意味 している。
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1・ ・テ ・の構 想1

`

1端 調 査1
, 一

巳

フ ィー ドバ ック

]
時 間

コ ン トロ ー ル

ンステム必要条 件 の 設定

一
シ ステム 設計 の力'法

設計資 料の作成

苧

レ

シス テ ムの 評 価

フィー ドバ ック

図1-1

第1段 階 システ ムの構 想

システ ム空 間 にお いて 目 的 と す る シ ス テ ム の 境 界 を概 念 的 に規定 しよ うとい うの が

この 段階 であ り,シ ス テ ム設 計の原動力 とな る部分 であ る。 これ は普 通第2段 階 の予 備調 査

と平 行 しなが ら行 な われ,外 部 との コ ミュニ ヶ ー シ 。ンを しっ っ,シ ステ ムの絶 対基 準 を作

り上 げ てい くこ とを意 味 してい る。 よ って それ 以降 の段 階 での必 要条件 の 設定 ・ 設計 の方 法 ・

設計 書 の作 成,お よびシステムの評価 の部 分 は情報 の 種類,レ ベルの差はあっても常 に システ ム設 計

を コ ン トロー ル し,シ ス テ ムの 本質 を と り違 えな い よ うに してい る。い わば シ ステ ムの柱 と

い うべ き もの であ る。 しか し,こ うはい って も概 念的 な境 界規 定 なので,具 体 的事 物 の スケ

ー ルか らみれ ば それ は非常 に範 囲 が広 く,ま た,具 体 との距 離 があ るた め具体 まで ブ レー ク

ダ ウンす ると きに システ ムの 境 界 よ り 出 て し ま う こ と が よくみ られ る。 それ を防 ぐに

は常 に必 要条 件 の段 階 に まで さか の ぼ り,構 想 との 距 離 を短か くして評価す るこ とが一 番 よ

い。

第2段 階 予 備 調査

この段 階は システ ム空 間の デー タを集 めて,デ ー タ処理 を した り,分 析 した りして システ

ム構想 の 情報 を作 成す る部 分 で あ る。 この部分 は非常 に機 能 の範 囲が広 く資 料,コ ミュニ ケ

ー シ.ン 等 は時 間的 ,空 間的,機 能 的,構 造的 な制約 が加 わ り,し か もそれが具体 に近 い状

態が要求 され るの で,シ ステ ム構 想 と予備調 査 で システ ム設 計 をす ることにな る。場 合 に よ
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って はパ イ ロ ット.シ ステム を作 成す るこ と もある。 も っと も構想 お よび予 備調査 はシ ステ ム

の境界概 念 を作 る とこ ろな の で,た とえパ イロ ッ ト ・シス テ ムを作成 した として も,そ の シ

ステ ムはや は りシステ ムの概 念 には変 りない。

第3段 階 シス テ ム必 要条 件 の設定

必 要条件 の設 定 は シ ステ ムの規 模 およ び形 態 を規 定す る境界概 念で あ り,必 要 条件 を構 成

す る要素 にはユーザー,タ ス クお よび シス テ ム要素の3つ が あ る。 よ って システ ムに と っての

最 終的必 要条件 は3っ の 要素 の重 複部 分 とな る。

1)ユ ー ザ ーの必 要 条件

ユ ーザ ーの必 要条 件 は最 も基本 的 な境界概 念 を規 定 す る性 質 の もの であ るか ら○ 他 の

2っ の構成 要素 に先行 して取 り扱 われ る。 よ っ て シ ス テ ム の 設 計 は ユ ー ザ ー の指

定条 件 か ら出発 し,提 案 され た システ ムがそれ をいか に 満足 させ るか とい う方 向 に進 ん

でい く。 この ユーザ ー との コ ミニ ュケ ージ.ン に よ り,設 計者 は情報 の レベル を的確 に

とらえて境界 条件 を設 定 してゆ く。 場合 に よ って は設計 者 が問 題 を分 析 し,そ の問 題 を予

測 してや らなけれ ば な らない状 態 にな る ことがあ る。 その境 界条件 を設 定す る項 目 は次

の3つ で あ る。

i)コ ミ ュニケ ーシ ョン

システ ム内 の ユニ ッ トか らユ ニ ッ トへの情 報の 伝達 形 態 を示す もの で,そ の 関係 は

機械 と機械,人 間 と機 械,人 間 と人 間 とが あ り,機 械 と人 間 の情報 処 理 に関 して特徴

を と らえ,ユ ー ザーの 目的 に促 した境 界条件 を設 定 しなけ ればな らない。 その機械 と

人間 の情報 処 理 に関 しての特徴 を次 に上 げ る。

機 械 人 間

安定度 不変,撹 乱な し 変動,撹 乱多し

予 見 可能 不可能

処 理 機械的 非自動的

信頼度 100%に 近 づ け得 る 幅がある

順応性 なし あ り

iDデ ー タ処 理

本来 は コ ミュニ ケ ーシ.ン によ って境界 条件 が設 定 され,内 部 の デー タ処 理 は タス

クの必 要条 件 に入 り,シ ステ ム設 計者 が設計す るこ とにな ってい るが,し ば しば ユー

ザ ーの 目的 が あ ま りに も特殊 で あ る場 合 にはや は りユー ザー の必 要 条件 とな る。 た と

えば どのデ ー タ処理 に もAと い う機械 を使用 す るこ とが指定 され れ ば,こ れ は明 らか

に設 計 の拘 束条 件 で あ る。
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iii)ユ ー ザーの 資源

時間,費 用,適 応 性の 形 であ らわ れ るユ ーザ ーの資 源 も,設 計 を拘 束 して い る。適

応性 とは,新 しい概 念の開発 や,新 しい要素 の追加 によ って,現 行 システ ムを きわ め

て大 きく変更 す る場 合の ユ ーザ ー許容 範 囲 とい う意 味で あ る。 しか し,こ れ らの拘 束

条 件 は,設 計 者 に ど って非常 に有 要 な場 合 があ る。 それ は,設 計 が受 け入れ られ るか

ど うかを評価 す る場 合 の一 つ の基 準 とな り得 るか らであ る。

ユーザ ーの資 源 と して は,他 に,設 計作 業 を援 助す るた めの経 験 豊 富な人 材 は もと

よ り,計 画や作業 につ いての デ ー タを提 供す る意欲 や能 力 を考 えに入れ る こ とがで き

る。設 計者 は,シ ス テムの 目的 を,そ れ 自体 として,ま たユ ーザ ーの一 般的思 想 や手

続 きの広 い文脈 の申 で理 解す る必 要 が あ るこ とか らこれ らの要 因 が重要 で あ る。

2)タ ス クの必 要条件

一般 的 にユ ーザ ーの必 要 条件 は タス クの抽 象概 念 として設 定 され る。 システ ム設計 者

はその抽 象概 念 を システ ム要 素 の必 要条件 を考 慮 しっ っ具 体 事象 に置 き換 えていか なけ

れ ば な らな い。 この置 き換 えてい く タス クの境 界 を規 定す る もの を必要 条件 とい う。

タス クの必 要条件 の設定 は システ ムの価値 を決定 す る程重要 な もので あ るか ら,取 り

扱Wこ は充 分注意 をは らう必要 が あ る。 それ は ユー ザ ーおよ び システ ム要 素の 必要条 件 は

外 部発 生的 な もので あ るか ら,あ る程 度 まで外 部 の評価 基 準 にそ った形 で設 定 され てい

くが,一 方 タス クの 必要 条件 は内部発 生 的な もの で,外 部 の評価 基 準 が ま った くな い位

置 での設定 であることか ら,ど う して も タス クの 必要 条件 が ぼけ て しま う。 それ を防 ぐた め

には絶対基 準 として評 価 され て い るユ ーザ ー お よび システ ム要素 の必 要条件 を し っか り

みつ め,ユ ー ザー と タス ク,シ ステ ム要 素 とタス クとい う相 対基 準 として条件 を設 定 し

'て いけば タスクは本来 内部発 生 的 なものであるに もかかわ らず,ユ ーザ ー および システ ム要 素 を

とお してあたか も外部 発 生的 な もの とな る。 そ こに位 置の 動か な い タス クの必要 条件 の

設 定 の むずか しさがあ り,ま た システ ムの価値 を落 して しま うよ うな可 能 性 を含 む か ら

で あ る。 ここで タス クの必 要条件 の 設定 の 重要 さを認識 し,一 般的 タス クを次 にあげ る。

i)

ii)

iii)

iv)

V)

vi)

資源の入手計画

資源の利用計画

境界の評価

自分の持つ資源の評価

自分の持つ資源の操作および移動

システムの現状評価
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viDシ ス テ ムの現状変 更

viiD他 の シ ス テ ム と の イ ン タ ー フ ェ イ ス

ix)シ ス テ ムの生 存(シ ステ ムが そ の使命 を達成 す るよ う保 護す るこ と)

ユ ーザ ーの 目的 は上述 した一 連の タス クを通 じて達成 され る。 しか し,そ の システ ム
1

で,ユ ーザ ーが コマ ン ドの 目的 と コ ン トロール の 目的 の どち らを重 視 して い るかに よっ

て↓ これ らの タス クの実行 方 法が違 って くる。 コマ ン ドの 目的 は主 と して シス テ ム ・ユ

一ザーがゆ るやかに変化 してい くなかで,そ の管理機構および組識的機構の作業的秩序

・ の 改 善 を 計 画 し
,維 持 してい くこ とに 関連 して い る。 ユ ーザ ーは また,そ の資 源の比

較的 長期 の能 力 に も関心 を持 ってい る。一 方,コ ン トロール の 目的 には コマ ン ドの 目的

、 を実現す るために,急 激 に変化す る環境 の中で,資 源の比較的 ばらば らな短期の動 きを

指導す るとい う意味が強 い。
'

上 述 した9つ の一 般的 タス クは,コ マ ン ドの目的 と コ ン トロールの 目的 の両方 を 同 じ

よ うに満足 させ る もの で あ るが,し か しこの2っ の 目的 の 区別 は,そ れ らを満 たす た め

にユ ーザ ーが必 要 とす るデー タの種類 を設計者 が決 め る際 に役立 つの であ る。 コマ ン ド

の 目的 と コ ン トロール の 目的 がそれ ぞれ 必要 とす るデ ー タ を比 較 してみ る と次 の よ うに

な る 。

コ マ ン ド の 目 的 コ ン ト ロ ー ル の 目 的

1.集 約 され 要約 され た デ ー タ 1.個 別 の特定 デ ー タ

2推 論的デー タ(例 えば仮説 や試行的解法) 2事 実 に もとつ くデ ー タ

3.長 期 的予 測' 3.短 期 的 外挿

ハ
4他 の人 間 との直接 コ ミュニ ケー シ 。ン 4デ ー タ処 理要 素への直 接 アクセス

亀 要 す るに,こ れ ら2種 類 の目的 の間 の一 般的 区別 は,コ ン トロールの 目的 が普通 コマ

ン ドの 目的よ り短 い シス テ ム応 答時間 を必要 とす るこ とで あ る。 しか し,こ の区別 は あ

ま りは っ き りして いな いの で,デ ータ を区 別す るこ とに気 を と られ て いて,シ ステ ム本

来 の 目的 を見失 わ ない よ うに タス クの必要 条件 を設 定 して い くこ とが大 切 であ る。

3)シ ス テ ム要 素 の必 要条 件

シス テ ムの 回 りの環 境状 態 を規定 す る もの を システ ム要 素の必 要条件 とい う。 しか し,

こ の環 境 状 態 とい って もあ ま りに も情報 空 間が広す ぎ,シ ス テ ム設計者 には全体 と して

認識 しに くい。 そ こで これ らを具体 的事 物 に着 目 し空 間区 分 を行な い,個 々の空 間 を認

識 して環 境状 態 を把 握 し よ うとす る もので あ る。 この環 境 状態 を カテ ゴ リー化 した もの

を システ ム要 素 とい う。一 般 的 に システ ム要素 は次の よ うな もので あ る。
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1)デ ー タ

デー タはユーザ ー ま たは他 の サ ブ システ ムの 情報 とな る基礎 的 な もの なの で,デ ー

タの種類,集 約 の レベ ル,他 の デ ー タと の因果 関係 を読 み,外 部 との 関係 を も考 慮 し

た形 で取 り扱 わ な けれ ば な らない。

ii)人 間

この要 素 は システ ムに と って 最 も重 要 で あ る。 それ は人間 の行 動が基 本 とな りシス

テ ム 自身 を形 成 して い るか らで,そ の行動 も監 視,比 較,評 価,予 測,指 揮,通 知等

が あ り,シ ステ ムに人 間 が参加 しな けれ ば システ ムは稼動 しない とい って も過 言 では

ない。したがってこの 要 素 を取 り扱 うには責任 の 分配 や 作 業手 順等 を明確 に しておか ない

と システ ム自身 が分 解 して しま うこ とに な る。

iiDデ ィス プ レイ

機 械 と機械,機 械 と人 間 が情 報 を と りか わす とき どの よ うな形 態で コミュニ ケ ー シ

・ンが行 なわれればよいかを考 えたときの 表示 が この要 素で あ る。 コミュニ ケ ー シ ・ンに

必要 な形 態 として は情 報 の種類 お よび 集約 の レベル が一 で しか もその情報 が 正確 でな

けれ ばな らない。 その た めに コー ド化 され た り,変 換 された りす る。

iv)装 置,設 備

この要 素 は人 間以 外 の コ ンピ ュー タ,コ ンバー タ,ま たは コーデ ィン グ ・シー ト等

の シ ステ ム環 境内 の具 体的 事物 を含 む もので ある。 この要素 の特 徴 は その事物 自身 個

有 の特 性 を備 えて い るの で,タ ス クに よ って これ を どの よ うに使用 す るか によ って事

物 が生 きた り,死 んだ りす るの で,取 り扱 う際 には事物 の特 性 を事 前 に と らえ る必要

が あ る。

V)学 習

システ ムが完成 した次 に はこの シス テ ムの 運用 で あ る。 この と き装置,設 備 等 は特

性 が客 観的 に は っ きりしてい るが,人 間 の場 合 には そ うはいか ない。 そ こで シス ア ム

をあ つか う人間 に対 して シス テ ムの秩序 をお しえ,そ の よ うに システ ムを取 り扱 って

も らわ なけれ ばな らな い。 そ こで人 間 に対 す る学 習が必 要 にな る。 但 しこの要 素 はシ.

ス テ ム外 の要素 で あ るが重 要 で あ る。

vi)資 料

これ は既存 の システ ム,プ ロ グ ラム,本 な どで,お もに シス テ ムを作 る ときの情 報

源 とな る ものであ る。 これ らの情報 源 があ る とな い とで は シス テム を作 る場 合,始 め

か らこれ らの 情報 を作 らなけれ ば な らないの で,時 間,労 力,費 用 の 点で だい ぶ違 う。

と もか く,シ ス テ ム設計者 は これ らの要 素 およ び要 素 の属 性 を認識 し・ システ ム要 素
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の必 要条 件 を設定 しな けれ ば な らな い。

第4段 階 シ ステ ム設 計の方 法

シ ステ ムを設 計す る場 合 に はシ ステ ムの必 要条件 が設 定 されていなけれ ばな らな い。 しか し

その 必要条 件 も一 度 に設 定 で き る もの もあれ ば,シ ステ ムを稼動 す る こ とに よ り新 た に設定

され る ものが あ る。 そ こには主 ず とシス テ ム設 計 の方 法 が発生す る もの であ る。次 に その方

法 と特 性 を述 べ るこ とにす る。

i)直 接 法

シス テ ムの 必要条 件 が最 初か ら詳 細 に決定 して いて,直 接 トー タル ・シス テ ムと して設

計 で きる ものであ る。 これ はシス テ ムの環 境 およ び必 要条 件の変 動が 少 ない場合 に可 能 で

あ るた め,ど うして も規 模 の小 さい,機 械 系 が大 部分 を占 める単 純 な システ ムだけ に しか

通用 しない もの と な る。

ii)部 分 集 合法

この方 法 はサ ブシステ ム を積 み上 げ て,ト ー タル シ ステ ムを設 計 しよ うとい う もの で あ

り,こ れ に は直接 法 と同様 に シ ステ ムの環境 お よ び 必 要 条 件 の 変 動 が 少 な く・ か つ・

サ ブシ ステ ム として独 立 していな けれ ばな らな い とい う条 件 がい る。 これは一般 に タス ク

の必要条 件 が ま とま ってい る もの に対 して有 効で あ る。 この方 法の利 点 は次 の よ うな もの

で あ る。

1.機 械 系 が大 部 分 を占 め るがか な り大 規模 な もの が で きる。

2.多 種 の タスク を含 む こ とがで きる。

3.シ ス テ ム設 計 の人的 資 源 があれ ば,短 期間 で で きる。

4.サ ブ シス テ ムと して独立 して い るの で,サ ブ システ ム間 の必 要条件 の因 果 関係 を始 め

は意 識せず に設 計す るこ とがで きる。

しか し,直 接法 と同様 に システ ムの形 態 は複雑 な もの がで きない。

iiD代 替 法

す で にシス テ ム として組 上 げ られ て 稼動 して い る もの,あ るい は実 験的 に作 った もの を

シ ステ ム要 素 の必要条 件 を代 えて システ ムを代替 す る方 法 をい う。 これ は一 応 で き上 った

状 態 で稼動 してい るの であ るか ら,信 頼度,評 価 等 の十 分条件 が明確 で あ り,シ ステ ム設

計者 として はあ ま り労力 を費 や さ な くてす む。

iv)増 殖 法

最初 に システ ムの 必要条件 をあ くまで設定 し,一 度 パ イ ロッ トシ ステ ムを作 りあ げ,次

に各部 分の必 要条 件 を細部 に わた って検討 し最 終的 に トー タル システ ムに もちこむ方 法 で

あ る。 これ は シス テ ムの環境 お よび必要条件 の変動 に耐久力 があ るた め,人 間 と人 間,人
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間 と機械 系 の システ ムの設 計 を扱 うの に最適 で あ る。 また,シ ステ ム稼 動 までの 期 間が 短

か く,制 限 され てい る場合 に は,本 稼 動 まで,仮 の シス テム を作 成 で きる。

V)自 己 増殖 法

最初 の シス テ ムの必 要条 件 が明確 に決定 され て い るが,最 後 の方 の必要 条件 が シ ステ ム

の稼動 に よ り設 定 され てい くシステ ムに使用 し,逐 次,設 計,稼 動 の反復 過程 を行 な い,

トー タル システ ムを設計 してい く もので あ る。 た だ,こ の方 法 は反 復回数 が 多 くな るた び

に誤差 が累積 され てい くの であ ま り信頼度 の高 い もの は期 待 で きない し,時 間 も費用 もか

か る。

vi)複 合 法

i)か らV)ま で の組合 せ に よ って トー タル システ ムを設計 してい く方 法で あ る。 この

方法 を用 い るこ とがで きるの はサ ブシス テ ムと して独 立 した もので なけ れば な らな いが,

シ ス テ ムの規 模,形 態 に関 しては か な り柔軟 性 を もって い る。

第5段 階 設 計資料 の 作 成

設計資料 は作業の指針 を与えるもので あ力 それがサブシステムの結合よ り成 り立 ってい

る トー タル システ ムがあ るとす れ ば,ト ー タル システ ムに しろ,サ ブ システ ムに し ろ資 料の

情報 レベル が違 って いて も前者 の場 合 に はサ ブ システ ムの必 要条件 を与 え,後 者 の場 合 に は

サ ブ シス テ ムの 作成 の指針 を与 え る。 設計 資料 の表 現方 法 は次 の5つ で あ る。

1.コ ミ ュニケ ー シ ョン

サ ブ シス テ ムの 必要条件 を設定 す るため の検討

言 語 の統 一

設計 資料 の説 明

な ど,表 示 不 可能 な場 合 に はこの方 法 を用 い る。

2.文 章

サ ブ シス テ ムの必 要条件

設計 資料 の説 明

図,表,数 式 の説明

3.図

流 れ 図

設 計 図

説 明図

v

グ ラ フ

4.表
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5

数値

情報 の分類

数 式

モデル

論理的説明

上 述 の表 現方 法 を用 いて次の プ ロ セ ス へ 情 報 を 与 えるが,こ こで注意 しな けれ ば な ら

ない こ とは,引 き渡す情 報 の性 格 や レベルが シ ス テ ム 全体 の位 置 か ら適 切で あ るか ど うか

で あ る。 もし これ が適 切で ない場 合 には次へ の プロ セスの作業 をあい まい に させ た り・ 必要

以上 に拘 束 した りして しま う。 そ の結果,シ ス テ ム目的 か らはず れ た り,機 能 的 に 合理 性 を

低 くした りして,シ ス テムの 評価 を下 げ て しま う。

第6段 階

作 成 され た システ ムが,ど の程 度,必 要条件 に対 して十 分で あ るか を評価 す るが ・その評

価 の 基 準の 置 き方 には次 の よ うな ものが あ る。

1.工 学 的基 準

デー タの信頼 度 はどの程 度 か,装 置 が十 分 に活用 され てい るか,シ ス テ ムの 費用 が最

適 であ るか,デ ー タ処 理 が適 格 であ るか,シ ステ ムの稼動 が 能率 的 であ るか 等 システ ム

の経 済的,技 術的 側面 に立 って基 準 を もうけ る もの であ る。

2.行 動 科 学 的基 準

デ ー タ収 集 の難易,デ ータ ・コーディング の発生率,シ ステ ムの稼 動 の際 の監 視・ 装 置

の難易,情 報 の活用 が適 正 で あ るか等 人 間 の行動 の側面 に立 って基 準 を設 け る もので あ

る。

基 準の置 き方 には上 の2通 りが あ るが,〒 般 に システ ム評価 の基 準 は特殊 な場 合 を除 いて

これ らの複合 にな ってい る。

この基 準 を設 け たな らば,次 は評 価す るため にシ ステム を稼 動 さ せ て テ ス トす る が,

小 規模 の システ ムの場 合 に は,最 初 か ら稼動 させ,そ のチェックポイ ン トを通 るたび に,あ る

いは システ ムに参加 してい る 人の意 見 およ び調査 をして評価 をしていくが,大 規模 シス テ ムの

全 稼動 にっ いて 行 な う場 合 に は時 間,労 力,費 用 が非常 にか か り,ま たデ ー タを収 集 しな け

れ ば稼動 で きな い状 態 とな って,時 間 の損失 を発 生 させ る原因 となる。そしてチェックポイントが

莫 大 な数 となるためチェックできない部 分 もでてくる。 これ ら種 々の要 素 を考 慮 す る と・ シ ステ ム

を全 稼 動 させ てテ ス トをす るの は不可 能 に近 い状態 に なる し,非 能 率 的 な ものに な って し ま

う。 そ こで実験 的 に対象 とな る システ ムの人 間,装 置 およびデ ー タ処 理 機能 を 合理的 な手 段

で テス トしよ う とす る試 み,即 ち システム ・テス トの考 えがでて きた。
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システム・テス ト は シス テ ムの プロセ ス,レ ベル,精 密 度 か らな る分類 体 系の中 で位置 ずけ

られ,情 報 の 性格,レ ベ ル によ って工 学的 お よび行 動科 学 的基 準 がもうけられ る。 その3軸 に

よ る分類 とは,

i)プ ロ セス

これ は システ ムが 作成 され てい く段 階 にお い て,シ ス テ ムの構想,予 備調査,必 要条

件 の設 定,シ ス テ ム設計 の方法,設 計資 料 の作 成等 の各 設 計段 階 にお いて分類 を行 な う。

ii)レ ベ ル

トータル

システムlevel1

結 合 システム
leve12

サ ブシステム サブシステム

ABI・v・ ▲3

結 合 システム

皿level4

サ ブシステム サブシステム サブシステム

B-1B-2】3_3 leVe15

図1-2

図1-2で み られ るよ うに トー タル シス テ ム(レ ベ ル1)は 他 の レベ ルの システ ム を

抱 括 し,シ ス テ ムB(レ ベ ル3)は そ れ 以下 の1,B-1,B-2,B-3の シ ステ ム

を抱 括 してい る。 この抱 括 の度 合 に よ り,シ ス テ ムを分類 しよ うとい うのが この軸 であ

る。

川)精 密 度

システ ムの基 準 は工 学的,行 動科 学的 に よ って あげられるが,対 象 とな るシス テ ム ・テ

ス トの必 要条 件 と してユ ーザ ーか ら,あ るいは システ ム設計 上か らその精 密度 を どの く

らいにす るか とい うこ とは当然 問題 とな って くる。 この軸 はそ れ らを どの程度 精密 に し

た らよいか を分 類す るもの であ る。

上 述 の分類 に よ って 位置づ け られ た ら,さ っそ

くその範 囲内で基 準 が もうけ られ る。例 えば プ ロ

セスが3,レ ベ ル が2,精 密度 が2と カテ ゴ リー

化 されれ ば,対 象 とな る工 学的,行 動科 学 的基 準

は図1-3で 黒 くぬ られ た部 分 で設 定 され る こ と

に な る。但 し,シ ステム ・テストを行 なうときに はで き

るだ け シ ステ ム規 模 を平 均化 し独立 にな るよ う
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シ ステ ム設計 のデ ザ イ ンを して おい た方 が効 果が上 る。

412シ ステ ムの構 成

一 般 システ ム設 計理 論 に よ り
,工 業立地 の トー タル シス テ ムは,(3.体 系 化 で の)step1～

5を サ ブ システ ム として構成 され る。 こ こでは,各step,各 サ ブ シス テ ムを独立 な モデ ル と

考 え,デ ー タ情報 に 関す るフ ァイ リング ・システムを含 む情報処 理 シ ステ ム を共有 して,ト ー タ

ル シス テ ムを設計す る。

工 業立 地 トータ ル システム

.1

サ ブ シ ス テ ム

1結 合 シス テ・
一

ll `}1
サブシステム4

(STEP4)

サブシステム5

(STEP5)

サ ブシステム1

(SIEP1)

サブシステム2

(STEP2)

サブシステム3

(STEP3)

1 情 報 処 理 シ ス テ ム

1`

企 業 情 報 デ ー タ 情 報 フ ァ イ リ ン ∀ シ ス テ ム・

フ適 地 情 報 デ ー タ

地 域 情 報 デ ー タ

ここで,ト ー タル シス テ ム とは,工 業立地 を必要十 分 に モデル認 識 し,こ れ を現 象 として あ

つ か う操作 性 の断面 で線 型化 した考 え方 で あ る。

今,工 業立 地 を一つ の生 産 性(ア クテ ィ ビテ ィー)と その立 地地点(フ ィール ド〉とで 考 え

ると,こ れ らの関係 を追 うプ ロセ スで,空 間 の構成 が可 能 な らば,一 応 決定 問 題 として,モ デ

ル化 が可能 で あ ると考 え る。

す な わ ち,工 業立地 は,そ の地 域,フ ィール ドに対す る一 つ の ア クテ ィ ビテ ィーで,フ ィー

ル ドは この ア クテ ィビテ ィーに よ って変 容 し,ま た,逆 に ア クテ ィビテ ィー も フィール ドの性

向に よ って定着 性 を確 保 し,か っ,ア クテ ィビテ ィー としての ポ テ ンシ ャル(生 産 性)も 増大

す る と考 え られ る。 こ うした観点 か ら,シ ステ ムに おけ る客観 スケ ー ルは,こ の2点 お よび2

点 の関連 に よ って,構 成 され る もの とす る。
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システ ムの構成 と してのサ ブシス テ ム群 は,工 業立地 行 政高 度 化,調 査 研究の フロー チ ャー

トに従 って,順 次 確 定 してい くもの であ るが,本 研究 の段 階 で は,各stepに お け るシステ ム

レベ ル を以上 の観 点 か ら整理 して,次 の よ うに構成 した。

なお,フ ィール ド,ア クテ ィビテ ィーお・よ び計 画 の モ ジ ュール は次 の通 りであ る。

フ ィ ー ル ド

モ ジ ュ ー ル
〉

広 域 で の ブロックレベル

全 国9プ ロッグ

地域→工業地区または

工業地区の2,3

の まとま り

地区→周辺都市圏地域

構成単位(後 述)

ア ク テ ィ ビ テ ィ ー

モ ジ ュ ー ル

計量経済分析による

産業配分

業種,立 地単位,集 積

形態 による決定 ・計画

との関連

地 域(社 会)単 位 形成

の ア クテ ィビテ ィ,一 と

しての工 業立地

計 画 レベル

SubSystem

国 土 計 画 レベ ル

1.(Step1)

地 域 計 画 レベル

ブロ ックフレー ム(別 途 推計 され て与 え られ る もの とす る)を コ

都市計画 レベ ル

SubSystem2.(Step2)

SubSystem3.(Step3)

ントロール ・トー タル に企 業 の リクエ ス トに よ って選択→企 業 条件

企 業の条件 と適地条件 の適 合選 択

条件 は互い に独立 と し,actualvalueは 企 業条件 を適地 条件

が満足 していれ ば良 い と して,1～5の 各条 件 全て を満足 す る適

地 を選択 す る。

条 件 Value

1. 用地面積 actualvalue

2 地盤,地 耐力 1～4Level化

3 用水量 －ActualValue(m3/日)

4. 専用引込線施設 Oor1

5. 専用岸壁の使用 Oor1

Step2で は,企 業 の生 産活 動 に そ って,互 換 性 のない 必要条 件

で 分類 を行 な う。 →工 場 適 地調 査,C調 査 に ょ る。

工 業地 区 の選定,次 の様 に業 種分類 を行 ない都 市型工業 につい て

は,大 都市 圏 で50㎞ 圏 また は,高 速道 路等 で,1時 間 圏以 内
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の 想 定 を フィル ター に,工 業地 区 を選 定,こ の モデ ルは,地 域 経

済 分析 によ って検定 され る型 にな る。
`

家具装備品

衣服繊維製品

出版印刷

皮革製品 層

機 械

電気機械

輸送機械

精密機械

金属製吊

紐

属

,

品

材

業

維

油

鋼

金

プ

学

科

卜

.

鉄

ル

食

本

窯

繊

石

鉄

非

パ

化

SubSystem4(Step4)工 業 の定 着 の条 件,工 業 の立 地 は,そ の 周辺 地域へ 大 き く影 響す

る。 また,逆 に工 業 もその生産 性 のみ な らず,従 業員 の 生活 圏整

備 の観 点 か ら,地 域社 会へ の参 加 が,定 着性 の基 礎に な る ことは,

明 らか で あ る。

す なわ ち,工 業 は その地 域 の アクテ ィビテ ィー として,地 域 の

形 成 を うながす要 因 とな る。

この関係 は,ミ クロな地 域 構成,経 済性,合 理 性,効 率 性 か ら,

都 市計 画の形 で フィール ドに展 開す る。一 般 に,市 街地 を中 心 に

住 宅地,生 活 関連公共 施設 を整 備 し,さ らにそ の外 圏に,そ れ も

特 に高 速道 路,イ ン ターチ ェ ン ジ等,広 域 流通 に接近性 の 高 い地

区 に生 産機能 を持 つ 施設 を配 置 す る等 基本的 な地域 の形 成 モデル

の 存在 に相対 して,工 業 適地 は,開 発 の プ ライオ リテ ィーが 考 え

られ る。

す なわ ち工 業立地 に対 して,地 域形 成 とい う目的 と概 念 を導入

して,立 地 指導 の適 正 を図 ろ う とす る ものであ る。

地 域 は,先 述 の よ うに,1つ の コア,中 心 市街 地 を中 心 に,約

600haの 広 が りを単 位 に形 成す る集積 の形 態 をた ど る。地 域

はこ うした最 も理 想的 と思 われ る原 型 に方 向 と目的 を定 め,工 業
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地 域 構 成 モ デ ル

立 地等 の ア クテ ィビテ ィーを定 着 させ なが ら総合 的 な形成 を図

るよ うに計画 され な けれ ばな らない。 こ うし た観 点 か ら,現 況

を含 めて,時 間 の系 にそ った プロ グ ラムの構 成 が必 要で あ り,

こ うした地 域 に分 布す る工 場 適地 は,こ の プ ログ ラム にそ っ て

開発 の意 図 的 な プ ライ オ リテ ィーが 認識 で きる。

'B
,Cの 位 置 に あ り,イ ンターチ ェンジ等 に接 近 性の あ る団

地 に優 位性 をお く。

A:基 本 的 には工 業 に適 応 性 が不 在

D,E:都 市 集積 に接 近 性 が少 ない団地 で は,Dの よ うに6

00ha以 上 で ニ ュー タ ウ ン形 式 の公共 整備 が考 慮

されて い る団地 につ い て は優位 性 を もっ。

なお,コ アは,現 況 でDlDを と り,河 川,鉄 道,高 速 道路

等地 域 の境界 に 囲 まれ コ アに接 す る地 区 単位 を とる。

地区 単位 は直径2.8km

システム上 の計測 は,
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イ ン タ ー チ ン ジ

、

、

600ha以 上

人

■

① コアか らの距 離(適 地 の中 心 へ)3k皿,4km,5km

6km(3㎞ が 最 優位)

② 適 地規 模150haが 最 優位

③ イ.ンター チ ェ ンジか らの距 離 接近 性

④ コァの大 きさ'DID人 口3万 人以上

SubSystem5.(Step5)行 政 助成措置 上の 優位性

企 業立地行動 モデル(S45～47年 度 作 業)に よ る検討

以上,本 モデ ル の段 階 で は,全 国の 分布 す る適地 は整理 す る と・次 の 様に 検索 され る。

これ らのSubSystemは,情 報 ファイ リ ング システ ムを もつ,情 報処 理 シス テ ムに おい て

動 か され る。

情報 フ ァイ リングシ ステ ムは,企 業情報,適 地 情報,地 域情報 等 の イ ンプ ッ トに よ るデー タ

ス トア,デ ー タバ ンクの 機能 を果 し,情 報処 理 システ ムは,SubSystemの モ デルに よ る リ

クエス トに応 じコーデ ィング シス テム を通 じて,必 要 なデ ー タを情報 フ ァイ リング システ ムよ

り呼び 出 して,モ デル に よ って情報処 理 がされ る。

DataのFileは 全 て,AnalogFile,DegitalFileの2つ で あ り,

AnalogFileに 対 して はMicroFil皿MF(マ イ ク ロフ ィル ム)

DegitalFileに 対 して はMagnetTapeMT(磁 気 テ ー プ)

と い うシステ ムで い く。
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ネ ッ トワー クや その上 の 流 動 も基本的 には,空 間上 のデ ジタル なデ ー タ とみ なせ るとい う観

点 に立 つ こ と とす る。

DateのModuleと し ては,

鑑 当 の・つが考えられ・からそ欄 応・㌍ テ・と考え・・

時間のModuleは 全 種の デ ー タに統一 レだModuleの 採 用 が 望 まれ るが.実 際 には,各 種の

既 存Dataが どん なM・duleで 得 られ て い るか によ って規定 され て くる面 もあ り,現 実的 に は,

こ うい ったデ ー タを使 う必要 性 も大 きい た め,統 －Moduleの 採 用 は困難 であ る。

既 存デ ー タの時 間のModuleの 例

Ex1.国 調 人 口デ ー タ …-S30,S35,S40,(S45)5年 お き

Ex2.事 業 所 統計 …一…S35,S38,S41,S443年 お き
タ

Ex3.住 民 登録人 口 デ 一 夕 ー …S39,S40,S41,S42,S43,S44毎 年

その他(Modulcな し)た また ま調査 を実 施 した年 の デー タ,(意 外 に多 い)

どの時 間のMbduleで デ ー タが必 要か は,デ ー タの種類 に よ って決 って くる。

空 間のMOdule

新 し い メ ッシ ュ・システム を採用 す る とすれ ば,経 済 度 をベ ース に した1kmメ ッ シュが基 準

とな り,1km-10km-80klnと い うModuleで 国 土 が おおわ れ・SubModuleと し て・

125m-250m-500m-1kmと い うModuleが 用 い られ るこ と とな って い る。

その他,古 くか ら用 い られ て きた行政 区画 を ベース に したMbduleが あ る。

調査 区 字 市(区)町 村 県

県のMod、1,と 前 後 して,最 近 よ く用 い られ るが統一 性の ない もの に」 経済 圏・商 圏・ 都市

圏等の広 域 お よ び申域 の 圏が あ る。

こ こで は,基 本的Moduleと し て次のModuleを 提 案 す る。

250mメ ッシ ュ

500mメ ッ シュ

1㎞ メ ッシ ュ

字

市町村

既 存 デ ー タ とメ ッシ ュデー タの コー ドが い つ まで もで きるた め

県

広 域

これ は,あ くまで,基 本的 システ ムで あ り,必 要 に応 じてSubSystemを つ くるべ きで あ

る。 しか し,SubSystemは この基本Systemを ベ ー スに考 え られ るべ きで あ る。
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ー
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カ

バ

デ 一 夕処 理の フロー とコー デ ィ ング シー トの位置 付 け

5.適 地 検 索 シス テム

5.1適 合 シス テ ム

本 システ ム は立地 指 導に よ って コ ン トロール され る企 業 と地 域 の適合 システ ムで ある。 ま ず

この システ ム を把 握 す るた め独立 の概念 と して と らえ られ る行為 お よび現 象 を一 つの イベ ン ト

とし,そ の イベントからイベント に流 れ る情報 を方 向性の あ る アローで表現 して,シ ス テ ムの構

成を 次 図の よ うに書 き現 わ した。 図で み て もわ か るよ うにイベ ン ト中心 に展 開 した た めイベ ン

トは ま とま って いるが,そ れ が ア ロー で表現 して あ る情報 の流 れに しわ よせ が きた せい か,そ

の 情報 の性格,レ ベル にかな りの気 を使わ なけれ ば な らない状 態 とな ってい る。 但 し図 にお け

る情報 の流 れ はあ くま で も,地 域形 成 を主 体 とした立地 指 導 の コ ン トロー ル に よ る立 地 を前 提

としてい るの で,工 場 を立地 す る場 合 は立地 指導 の イベ ン トを無視す るよ う な流 れ は許 され な

い。 こ こで 図に したが い イベ ン トと アロー を順 次説 明 して い くこ とにす る。
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o o 環 境 計 画

‖)

適地選定

vi)

波 及効 果

∀

イベン ト

i)'工 場新設 の計画

流通機構,生 産技術の進歩 および地域構造の変化に伴 なう企業への影響 として市場の拡

大,産 業環境の悪化に ともなって工場新設 の動機が発生す る。 この動機を具体的にす るた

め,市 場 調査,生 産体系の分析を行 ない,新 設工場の業種,規 模,生 産体系,新 設の時間

等 を計画す る。

ii)適 地 選定

企業は通産省で定 め られた調査用地 に立地 因子 を記入 し,適 地を選出して もらい,こ の

適地につ いての現地視察および通産省の情報サービスの利用を行なっての適地条件 と立地

因子 との比較検討 を行ないなが ら適地 を選定す る。

iii)工 場立地

資金の 調達,用 地の収得,工 場の建設,生 産体系の確立,生 産,市 場 への販売 とi)工

場新設の計画を具体的なもの とし,操 作体勢 をとる。

iv)立 地指導

今回開発 され るシステムの中心的役割をはたす部分である。この部分の要素 として企業

への紹介 指導およびデータ ・バ ンク,計 算機,行 政機関への情報の流れをコントロールす

る指導員,工 場適地調査,工 業団地 実態調査,立 地 に関す る諸法案を主柱 としたデー タ ・

バンク,適 地の選出を行な う計算機,立 地 にともなう官公庁のサービスがあり,各 要素は

情報のネ ットワークで結 ばれている。指導 を行な う所 は通産省で,工 場の立地 の相談 を受
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齢

声

けその紹介指導 を行な うと同時に,情 報サー ビスを行な う。

V)適 地条件

工業地区,団 地 およびそれ を抱揺す る実態そのものであ り,種 類無限の条件 を持 ってい

る。またこれは地域開発,波 及効果 などのイベ ントか らの影響を受 けて,常 に変動してい

る。

vi)波 及効果

工場が新設されたことによって都市,お よび工場の集積の増大,公 害発生,地 域住民 の

定着性等社会,経 済の構造変化にともな う影響で ある。

viD地 域計画

新全国総合計画およびその他の大規模プロジェク トに よる積極的 な広域土地利用の方向

性 と社会,経 済構造のバ ランスの とれた地域形成の計 画を行な う。

なお,結 果的 に選択 された工場適地については,次 の情報のOutputが 必要である。

企業 の リクエス ト 適性,工 場適地

優位 性(1～5位 がOutput)

県 名

・地 区名

団地番 号

面 積

土地 価格

地 盤

用 水

道 路

鉄 道

' ・港 湾

電 力

その他,必 要デ ー タのOutputに 応 じる。

5.2企 業 条 件 の整 理

本 モデ ルの適地 検 索 に必要 な企 業条件 は次の通 りで あ るが,モ デ ル の拡 張 を前 提 とす るな ら

ば,さ らに,精 微 なデ ー タを必要 とす るだ ろ う。 しか し,計 画 値 を固 定す るこ とは,計 画の 段

階 がか な り進 んで か らであ った,適 地 を検索 す る段階 で は,以 下 の デ ー タで一卜分 であ ろ う。
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企業条件

企業名

立地規模地域(ブ ロック)

市 場(方 面)

用 地(敷 地面積,地 耐力,価 格)

年次計画

電 力(電 圧,量)

用 水(地 下水,工 業用水道 ・量)

都市機能

道 路(国 道,高 速道路 インターチ ェンジへの距離)

鉄 道(引 込線の利用)

港 湾(専 用 岸壁)

公 害(排 水,大 気汚染)

5.3適 地 条件 の整 理

適 地条 件 は,適 地 調査A,B,C調 査 資料 を整 理 し,工 業適地 モデル に必 要 なデー タ・情報

を抽 出 して コ ンピ ュー タに7.ア イ ルす る。

資 料1:工 場 適地A,B,C調 査 項 目の整理

資料2:上 デ ー タの 空間Module,立 地 条 件 によ る整 理

資料3:情 報 ファイ リング システ ムに フ ァイルす るべ き情報

x
、

▲
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∬ フ ァ イル,シ ス テ ム の 設 計 ・検 討

1.概 要

〉

4

情報検索 システムは一般に情報の蓄積,検 索,配 布 の3段 階 の サ イ ク ル で あ る といわれ

ているが,こ の過程 を本業務について情報検索の立場か ら細分化す ると次のようにな るであ ろう。

①一 に∴ ∴
検索要求の発生'

検索条件の整理

② 検 索 検 索

検索結果の吟味

再検索

③一 霞羅
.・

情報 検索 シス テ ムを作 る とき,業 務 に最 も適 した検 索方 法 を採用す るこ とは勿 論 の こ と,そ の

た めに使 用 され る フ ァイ リング も非 常 に大 切 で あ り,シ ス テ ム作成上 か な りの ウエ ー トを もって

い るが,こ こで情報 の蓄 積 に注 目 してみ る。

デ ー タ収 集の 理想 的 な形 態は,ま ず,検 索 目的 →検 索 の アル ゴ リズ ム→ フ ァイル設計 → フ ァイ

リ ング方 式 の決 定→ 調査 票 の設計 →調査 の順番 に行 な われ るが,実 際 問題 として この よ うな場 合

は例外 的 とい えるだ ろ う。本 業務 に おい て も,調 査資 料 は既 に収集 を一 応 完了 してお り,そ の資

料 を前 提 と して シス テ ムを設 計す る立場 にあ り,理 想 形 態の アプ ロー チか らはい わば 逆方 向 の ア

プロー チが要求 され て い る。

フ ァイル ・シ ステ ム を設計 す るた めに は,そ の フ ァイルの使用 目的 が決定 して い るの は勿 論 の

こと,そ の フ ァイル を最 も能 率 よ く使 って目的 を達成 す るた めの処理方 法 が前 も って 決 って い る

の が普一通で あ る。つ ま り,十 分検討 し つ く さ れ た処 理方 法 に従 って,無 駄 な く,処 理 効 率の 良

い フ ァイル を作 らなけれ ば な らない。 また随時 その フ ァイル を更新す る機能 を十 分 そ な えて い て,

調 査 資 料 か らの ア ップ ・デ ィ トが容易 な システ ムを要 求 され るこ とか ら次 の条件 を満 足 す る シス

テ ムでな けれ ばな らな い。
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"(1)コ ー デ ングお よび フ ァイ リ ング を単 純 な アル ゴ リズ ムで行 な え ること。

② ア ップ ・デ イ トが容 易で あ るこ と。

(3)広 い 要求 に対 して デ ー タの加 工 が 容易 に可 能 とな る よ うに十分 な情報 を もち,扱 い やす い

編 成 の フ ァイル であ ること。

な お,本 業 務 に おけ る フ ァイ ル作 成過程 は次 図で あ らわ され る通 りで あ る。

data

data

＼ ＼

nginal

作成 プ ・グ ラム

検 索 用file作

成 プ ログ ラ ム

物 理量 → 観念 量

○
/。 。、g、。。lf、1e

＼○

Originalfile

＼○

検索 用file

2.既 存デー タの検討

現在行なわれている工場適地紹介業務はすでに収集済みの工場適地調査資料を参照して・整理

され た担当者 の知 識を基 に,企 業側か ら要求された多数の条件を考慮して適地 を選出す る・いわ

ゆるマニ ュアル処理で行なわれてい る。 この工場適地調査資料は全国で約3,000地 点 について

収集 され,A,B,C調 査資料の3段 階に分かれていて・ それぞれ地域(県 別)・ 地区別・工場団

地別の調査資料 となってい る。 この調査資料の中には数量的把握の困難なもの,即 ち,説 明文に

よるものや図面表示 によるものなど,検 索業務のためには何 らかの形で加工 しなければな らない

資料が多数含 まれている。 これはあ くまで もマニ ュアル処理 を前提として収集 された資料である

ため,担 当者がそれ らの資料を参照 して検討 しやす く,少 しで も紹介業務を容易にしようとす る

目的か らは当然 といえよう。

しか し,こ の業務 を機械処理に移行する場合,現 在使用 されている資料 をそのままの状態で全
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⑱

てファイルす ることは処理上無駄な部分 が多 く,図 面表示 された情報等は特に取扱 いが困難 とな

ってくる。その うえ,一 地点の調査資料についてみると,相 当多数の項目を含んでい るに もかか

わ らず,そ れ らの項 目内のデー タが更に細分 されている もの もあ り,と て もこの ままでは取扱い

が不可能であ るため徹底 したコー ド化,数 量化が必要である。 さらに,多 量のデー タを取扱 う場

合,た とえ高速で知 られ る電子計算機であって も,あ ま りに処 理 時 間 がかか りす ぎて・利用効

果が薄れ ることにな り,し たがって,目 的を達成す るための必要最小限の資料に とどめる必要 が

ある。特に本業務のよ うな検索業務ではデータ量が検索時間を左右す るとい って もよいだろう。

そこで工場適地調査資料の整理 ・検討 を行 なうことによ り,検 索要素 として欠かせない と思わ

れ る資料 を選 び出したが,そ れ らの資料項目を掲 げると次のとおりである。

(1)地 域データ(A調 査資料)

① 県内調査地区総括表

調査地 区内の工業団地数および団地面積

② 人 口推移

年度別増加人口

③ 就業人口 ・所得

産業別就業人口,所 得等

④ 工業生産額推移

年度別工業出荷額

⑤ 業種別事業所概要

業種別,事 業所数,従 業員数,工 業出荷額

⑥ 新規学卒者就職状況

中学 ・高校別卒業者数,進 学者数 および就職者数等

⑦ 県内就職者労働賃金

中卒 ・高卒別産業別初任給 および平均賃金

⑧ 貨物取扱童

部道府県別出入荷量,ト ラック,鉄 道,船 舶,航 空別輸送t数

(2)地 区デー タ(B調 査資料)

① 地区間の距離

3県 程度に含 まれ る地区間 を対象とする。

② 地区の総括表

団地数,面 積,人 口,人 口密度,就 業人口,産 業構造等
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③ 工業生産の現況

業種別事業所数,従 業員数,出 荷額

④ 工業用水使用状況

表流水,伏 流水,井 戸水,抗 内水,上 水,水 量,価 格

⑤ 地下水の現 況

揚水実績,取 水深度

⑥ 工業用水道

給水価格,給 水余力

⑦ 上水道

給水価格,給 水余力

⑧ 貨物利用状況

トラック,鉄 道,港 湾に関す る年度別発着量

⑨ 送配電線施設

設備容量,余 裕

⑩ 地区内職 業安定所管内求職者数

男女別月間有効求職者数

⑪ 主要企業労働者

就職者総数および通勤状態

⑫ 気 候

平均気温,平 均湿度,降 雪日数

⑬ 文教施設

学校種別学校数および定員数

⑭ 住 宅

公営集団住宅の現在戸数,計 画戸数,普 通住宅戸数・住宅不足数

⑮ 厚生施設

職業補導施設,病 院数および定員数

(3)地 点データ(C調 査資料)

① 団地 の地 目別概要

地 目別面積,土 地価格,土 地所有者数 および埋立,嵩 上,整 地に必要な経費概算

② 団地の立地条件

○地 盤i

地質,地 耐力および杭打可能な地盤 までの深さ
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O用 水

地下水 および工業用水道 の取水可能量,上 水道の敷設可能性の有無

○道 路

幹線道路への距離および地区内の最大人口市町村への距離

○鉄 道

最寄駅 までの距離,専 用引込線の敷設可否

○港 湾

専用岸壁の使用可否,水 深,公 共岸壁までの距離および水深

○電 力

変電所 または引込可能な高圧線までの距離および電圧

○排 水'

排水条件

o電 話

即時通話区域

○補 償

o公 害

工場排水,大 気汚染,騒 音等

これ らの資料はあ くまで も現在収集済の工場適地調査資料か ら抽出した ものであ り,シ ミュレ

ー シ。ン等の手法 を使 ってデー タの加工 を行ない,新 らしく立地条件 を作 り出すことか ら,こ れ

ら資料への追加,あ るいは削除 が予想 され る。

また当然の ことなが ら,検 索処理を行な って要求条件に合致した地点の情報 を出力 しなければな

な らないが,ど の様な形式 でどのような情報 を出力するかが問題 となる。

この出力情報 としては,前 述の検索情報の うち地点データは最底限必要 と思われ,要 求条件 と

合わせて出力す るが,検 索情報 に含 まれない情報,す なわち,コ ー ド化,数 量化の困難な情報が,

参考資料 として要求 され るおそれがある。このとき,検 索情報以外に要求 され る資料で出力可能

な ものは,可 能なか ぎり,検 索 フジイルとは別に出力 ファイルとして記憶 し,検 索情報 と共に出力

す ることになる。 しかし,位 置 関係 をあ らわす図面表示情報に対 しては機械処理 による取り扱いが

非常 に困難であ るため,台 帳番号の指示 を出力す る程度 にとどめざるを得ないだろ う。

3.フ ァ イル構 造 の設 計,検 討

一般 に デー タ処 理 で用 い られ るフ ァイル編 成 には大別 して4種 の方 法 があ り
,機 器構成 、特に,

外 部 記 憶装置として何を使用 す るか に よ って ほ ぼ 決 定 し,同 一 種 の入 出力 媒体 に使 用 可能 な方法
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ひは
,デ ー タの処 理 目的 に よ って決 るだ ろ う。

(1)順 編 成 フ ァイル(Sequentialfile)

(2)順 イ ンデ ッ クス ・フ ァイル(IndexedSequentialfile)

(3)直 接 編 成 フ ァイル(DiTectfile)

(4)分 割 型 順編 成 フ ァイル(PartitionedSequentialfile)

外 部 記 憶装置 として は磁気 テ ー プ,磁 気 ドラム,磁 気 デ ィス ク(パ ック)が 考 え られ るが・特

に外部記憶 装置 とし て磁気 テ ー プ しか使 用 で きない機 器 構成 で あ る場 合 に は順 編成 フ ァイル

(Sequentialfi'1e)を 用 い ざ るを得 な いだ ろ う。 また フ.アイルのvolu皿eが あ ま り多 くな

く,処 理時間 を非 常 に短 か くしなけれ ば な らない よ うな場合 の フ ァイル と して は直接 編 成 フ ァイ

ル(Directfile)が 望 ましい と思 われ る。

一般 にオ ンライ ン ・リアル タ イ ム ・システ ム等 で用 い られ る外部 記憶 装 置 としては・ 可能 な 限

りフ ァイルの取 り扱 い時 間 を短 か くして,結 果 を早急 に利 用者 に戻 す必 要が あ る ところか ら・ 磁

気 ドラム,磁 気 デ ィス ク(パ ック)の 様 な ランダム ーアクセ ス ・メ モ リーを使 用 して・順 編成 フ

ァイル をさけてい るが,本 業 務 の よ うにバ ッチ処理 を前提 と した検 索 システ ムで は磁気 テ ー プを

使用 して作 られ るフ ァイル処 理 も決 して不可 能 では ない。

この業務 の た めに使 用 され る電子 計 算機 はNEAC2200400/200で あ り,外 部記

憶装置 として はそれ ぞれ 磁気 テ ー プが6台 お よ び磁 気 デ ィス クが使 用 で きる ことに な ってい る。

当 システムで取 り扱 うデ ー タは検 索業務 に必 要 な資料 と して,工 場 適地 調 査資 料 か ら抽 出 した

が,決 して不 変 な もので は な く,追 加,削 除の可能 性 が あ り,更 に シ ミュレー シ 。ン等 の手法 に

よ り物理量 か ら観念 量へ の変 換 な ど,検 索 情報 がか な り自由 に取 り扱 え るフ ァイル とな ってい る

必要 があ る。

そ こで原調 査資 料の 構成 に基 づい て,

フ ォーマ ッ トA(地 域 デ ー タ ーA調 査 資料)

フ ォーマ ッ トB(地 区 デ ー タ ーB調 査資料)

フ ォiマ ッ トC(地 点 デ ー タ ーC調 査資料)

と,こ の レベル に含 まれ な い総括 的 デ ー タ(た と えば県庁間 め 距 離デ ー タ)を フ ォー マ ッ ト0と

し,4レ ベ ルの 情報 を もつ フ 。イル とす る.な お,こ れ らの レベ ル に属 す る情報}こ は各 情報 間の

階層 関係 を明 らか にす るコ ー ドを もたせ て明示 す る。

ここで作 られ る フ ァイルは あ くまで も原 始 デ ー タか ら作 られ るデ ニタ ・ベ イス と考 え,検 索 処

理 に用 い られ るフ ァイ'ルは物 理量 か ら観 念量 への 変換等,デ ー タの 加工 を要 す るた め,あ らか じ

め作 られてい るフ・アイル を再 編成 して作 られ る ことか ら,情 報 の 並 びが 自由に 変更 で きるこ とを

必要 とす る。 す なわ ち,現 段 階 での 検索処理 用 フ ァイル として は次 の2通 りが考 え られ,両 方 の
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並びが容易に得 られ るよう構成 されていなけれ{まな らない。

type1

FO A1～An Bl、B12～B、mB2、 ～B㎜ Cu1Cl、2～C㎜1

type2

⑱ FO AIBHClll～C、ll AIB12C121～C121

、

AnB㎜C㎜1～C皿11

、 た だ しFO:フ ォー マ ッ ト0の 情報

A:フ ォ ーマ ッ ト.Aの 情 報

B:フ ォーマ ッ トBの 情報

C .:フ ォー マ ッ トCの 情報

さて,情 報 の階朋 係 醐 示 す る ・一 附 け カ・必 要 とな るが・ ここでは願 料の 馴 こ基 づ い

て,繊 地区,地 点に関す ・謹 ・一 ・とし・・べ晦 に ・か ら始 まる一連の+進 分類 とす る・

た と えば,

地 区01

地 域0102

0203

03

地 点01

02

03

04

な お,A,B,cb)'3レ ベ ル に含 まれ ない フ ォー マ ッ ト0で あ らわ され る情報 につ いて は コー

ド。 。として識別 すれ ば よい.し た が 。て洛 ・ ・一 マ ・ トに関す る識 別 ・一 ドは次 の通 りであ

る 。

フ ォ ー マ ッ ト

コ ー ド

地 域 地 区 地 点

0 00 00 00

A nn 00 00

B nn mm 00

C nn mm ll
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ただ し・nn,mm,llは2桁 で あ らわされ'00～99ま で とす る。

また,検 索用 の フ ァイル を作 る段 階 では特 に,type1の フ ァイル構 成 が要求 され る場 合 を考慮

して,レ ベ ル ・コー ドを1桁 余分 に持 たせ るこ とに よ り処 理 が容 易 とな る
。

4.レ コー ド ・フ ォー ム の設 計 ・検討

レコー ドは同一 レベルの デ ータ(ア イ テム)が い くっ か集 ま って構成 され
,1レ コ ー ドに含 ま

れ る アイテ ム数 お よびその 順 序は 業務 にあわ せ て決 め るの が普 通 で あ る。一般 にデ ー タ処理 に お

い て処 理 効率 を あげ るた めの大 きな要素 として,フ ァイルの取 り扱 い 易さが考えられるが 更 に,フ

ァイルの構 成 要素 であ る レコー ド内の情報 が 必要 に応 じて容易 に と り出 され る もの で な けれ ば な

らない。 その た めに レコー ド ・フ ォー ムを変更 す る こ とや,ア イテ ムの入 れ換 え がな され ないの

が普通 で あ る。 しか し当 シ ステ ムの場 合 は工 場 適地 調査 資料 か ら検 索情報 が抽 出 され た とはい え,

最 終的 な もの では な く,資 料 の追 加,削 除 の可 能性 が あ る。 した が って フ ァイ リングが検索 シス

テムの 作成 に先 行 す る本 業務 では,あ らゆ る可 能性 を考 慮 した レ コー ド,フ ァイル を作成 しなけ

れ ばな らない ことに な る。

本来 な らば,A,B,C調 査 資 料 をそれ ぞれ1レ コー ドとして ま とめ,そ れ らの調 査 資料 に含

まれ る全 デー タで構 成 す る こと も考 え られ,フ ァイ リングの ため には レコー ド数 が少 な くな って

取 り扱 い が容易 とな るが,追 加,削 除 が発 生す る度 に フ ァイ ルの再 編成 だけで な く,こ の フ ァイ

ル を使用 す る検 索 システ ムに も変 更 が必要 とな って,他 に お よぼす 影響 が大 き くな る .そ こで各

項 目毎 のデ ー タ を まとめて1レ コー ドとすれ ば,追 加,削 除 が 発生 して も,処 理 が容 易 にな る こ

とか ら本業 務 では各 項 目に属 す るデー タと,識 別 コー ド,お よび項 目の素 性 を明示 す る項 目 コー

ドで1つ の レ コー ドを構 成 す る もの とす る。 この と き項 目 に よ ってデ ー タ数 が異 な るこ とか ら,

レ コー ド長 が変 化 す るた め,各 レコー ドの先 頭 に レ コー ド長 を追 加 す る。

L囎_ド

レ ベ ル 等 の 識 別 コ ー ド

レ コ ー ドの 長 さ

1レ コ ー ド

た だ し,識 別 コ ー ドは 次 の4つ の コ ー ドで 形 成 さ れ て い る 。

① レ ベ ル ・ コ ー ド ③ 地 区 ・コ ー ド

② 地 域 ・ コ ー ド ④ 地 点 ・ コ ー ド
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検索方法 の調査 ・研究
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皿 検索方法の調査研究

1.既 存 の情報検 索 シス テムの 調査

1.1情 報 検索 シス テ ムの概 要

1.1.1情 報 検索

現在,一 般 に いわれ て い る 「情報 検 索 」とは 「情報 を貯 えて お き,必 要 に応 じて これ を取

り出 して使用 す る 」とい うこ とであ るが,こ れ を狭義 に解釈す れ ば 「あ る事柄 につ い ての 情

報 を集 め,こ れ をフ ァイル と して貯 えてお き,問 い合わせに応じて蓄積して あ る情報 その もの を

フ ァイル か ら探 し出 す こ と 」とな り,決 して 「貯 え られて い るい くつ か の情報 か ら新 らし く

情報 を作 り出 し,こ れを問い合わせ の 回答 とす る 」こ とは行 なわ ない。 現在 実用 化 され てい る

情報 検索 システ ムは,ほ とん ど この 狭 義の 情報 検索 であ る。

また,別 の角 度 か らみ る と,現 在 行 なわ れ てい る情報 検 索 システ ムの多 くは,何 らかの 問

い合わせに対して,そ の問い合 わせ の 「意 味 」解釈 を,問 い合わせの 「文脈 」を分 析 す る こ とで置

き換 えてい る。例 えば.そ れは一 つ の 問い合わせを構 成 してい る 「単語 」,「 記号 」,も しくは

「数値 」の種類,並 び方,量 その もの だけが 「問い合わせ」の 「意 味 」判 断 と置 き換 え られ・

目的 の情報 検索 の手 掛 りと され る。

通常,「 問い合わせ」の 「意 味 」は,そ の 「文脈 」の みに依存 す るの で は決 してない ・ それ

は 「問い合わせ」 を発 した主 体,発 せ られ た客 体,周 辺 環境 によ って,可 変 の函 数 とな る もの

で あ る。 しか し,そ うした諸 々の抽 象判 断 を機械処 理 に含 ませ るこ とは,余 りに困難 で あ る

た めに,多 くの情報 検索 シス テ ムでは,こ の関係 を捨 象 してい るの が現 状 とい えよ う。

この事 情は,当 然 の こ となが ら,「 問い 合わせ」に対 してな され る・ シス テ ムの 「回答 」の

型式 に も,大 きな規 制 を与 える こ とに な る。

「問い合 わせ」の 「意 味」が その 「文脈 」に置 き換 え られ,こ れ を基 準 と した検索 が行 な

われ る以上,「 回答 」もそ の 「意 味 」を反 映 した 「事 実 」その もの で あ るよ り も,「 事 実 を

含 む文 脈 」に近 くな る。 現在 の 情報 検 索 シ ステ ムの 隆盛 が先づ,「 文 献 検索 」と して始 ま り,

ま た成功 例 の多 くが,こ の 龍車 に見 うけ られ る所 以 の一 つ とい えよ う。

従 って,こ こに収録 した情報 検 索 システ ムの多 くが,多 かれ少 なかれ,「 文 献検 索 」的 性

格 を もってお り,そ の 例 に よ っては,「 工 場適 地検 索 システ ム 』の参 考 とす るに は,あ ま り

に わず か な類 似 性 しか無 い こ と もまた,や む を得 ない ことと思 われ る。 この よ うな シス テ ム

ー 工 場適 地検 索の よ うな 一 は,今 だ実 例 も経験 も乏 しいの であ る。
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1.1、2情 報 検索 システ ムと情報蓄積 の デバ イス

情報 検索 技術 の 大幅 な 前進 は,被 検索 情報 を蓄積 す る記 憶装 置の進 歩 に大 き く依 存 してい

る。す なわ ち,ダ イ レク ト ・ア クセ スの可能 な,大 容量 外部記憶 装 置の 普及 に よ って初 めて・

大量 の蓄積 情報 の 中 か ら,要 求の あ った比 較的少 量 の情報 を,短 時 間 内 に適 切 に引 き出 して

く るとい う,あ らゆ る情 報検 索 システ ムに とって共通 に して基 本的 な条件 が満 た され る道 が

で きた こ とに な る。 現在 の 情報検 索技 術 開発 の動 向 は,こ の よ うな入 出力 デバ イ スを前提 と

して,い か に して情 報 を これ らデバ イス上 に都合良 く 一 即 ち,取 り出 しや すい よ うに一

デー タを整理 し,マ ッピ ングす るか,と い う点 に主 眼点 が 置か れて い るとい えよ う。

この調査 報告 に収 録 した各 種検 索 シス テ ムの大部 分 もまた,そ の よ うな シス テムで あ る。

パ ンチ ・カー ド,磁 気 テ ープ とい った シー クェ ンシ ャル ・ア クセ ス ・デバ イス を基 盤 とした

検 索 シス テ ムにつ い て あ ま り重 視 しなか ったの は,そ の よ うな シス テ ムか ら受 け るこ との で

き る示唆 の多 くが,情 報 検索 技 術 として の もの であ るよ りは,そ の シ ステ ムに個有 の,問 題

解 析への アプ ローチ に関す る もので あ る場 合 が,は るかに多 いで あ ろ うとい う考 慮 か らで あ

る。 そ う した例 は,あ ま り参考 とな るとは思 われ ない。

1.1.3情 報 の蓄 積

情報 検 索技 術開発 の動 きの 中で,最 も注 目に価 いす る アプ ロー チの一 つ は・J'A'Feld『

man(MITLincolnTechnicalLabo・)が,1965年 に 提 唱 した。"Triple"

の 概 念で あ る。Feldmanは,情 報Xは,A,O,V(Attribute,Object,Value)

のTripIeと 呼 ぶ基 本的 単位 で 溝成 され るとした。 即 ち一 つの情報 は,

Attribute(Object)-Value

・…一 の 関係 で表 現 され 得 る。

例 えば,こ れ は,

SONofFREDis'TOM

(A)(0)(V)

…・…・と置 き換 え られ る。

そ して,一 つ の情報(Triple)が 指 定 され る方 式 は,次 の7型 式 に要 約 され ることを示

した。

A(0)

A(?)

A(?)

A(0)

?(?)

V

V

?

?

V

①

②

③

④

⑤

?は 指定 きれていない要素 を示す。
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?(0)-V⑥

?(0)一=?⑦

Fe・ldmanは こ の7型 式 をSimplcAssociativeForms(8AF'S)と 呼 んだ。

従来,EDPSで 扱 われ て きた フ ァイルの多 くは,基 本 的 に① の型式 の 集合体 で あ り・暗

黙 的 に 「あ る目的物(Object)の あ る属 性(Attribute)の 値(Value)を 得 る 」とい

う目標 を実 現 してい た。

しか し,情 報 検索 システ ムで は,し ば しば,こ れ とは逆 の プ ロセ スによ る情報 の獲得 が必

要 とされ る。即 ち,「 あ る属 性 に 関 して,あ る値 を もっ 目的物 は何 か?(A(?)=V)」

ま た は,「 あ る目的物 に 関 して,こ れこれの値を持つのは,ど の 属 性 か?(?(0)=V)」 と'

い う ものである。同時 に,情 報 検 索 シス テ ム一 般 に課せ られ た条件 の一 つ は,前 述 した如 く,

必 要最 小の ア クセ スお よび時 間 で,必 要 な情報 を引 き出す ことにあ る。A(0)=Vの 型 式

が,暗 黙 に羅列 され てい る従 来 の フ ァイルで,・ これ らの要求 を共 に満 たす こ とは難 か しい。

こ こに ダイ レ ク ト ・ア クセ ス可能 な記 憶装 置 をベ ース した。"イ ンバ ーテ ィ ッ ド ・フ ァイ

ル"の 方 式 が出現 す る。

イ ンバ ーテ ィッ ド ・フ ァイル方 式 は,通 常の フ ァイルがA,0,V,のTripleが 混 然一

体 と羅列 され ていて,あ る目的物(0)に つ いて記述 しkレ コー ドに ぶつか って初 めて・ そ

の 目的物 の属 性(A)と そ の 値(V)を 得 るこ とがで きるのに対 して・属 性(A)の 値(V)

が 目 的物 に 関して記 述 した レ コー ドか ら抽 出 され て,独 立 の辞書 部(デ ィクシ ・ナ リー)を

形 成 してい る。 この デ ィクシ 。ナ リー を引 くこ とに よ り,目 的 レ コー ドの所 在 を得,素 早 く

必 要情報 だ けを得 る ことがで き る。(所 在 は,ポ イ ンター と呼 ばれ る・ レコー ドの 番地 で表

現 され る。)

recordl(0)rccord2(0)

一 －

attribute attribute

Valuel Value2

AttributeVa}ueSpace

ordinaryfile

ObjectSpace

Object1Value1

Pointer

一

Value2

Object2

ノ

イ=。 、。d,、 、e
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情報検索 システ ムで要 求 され る 「情報 」の 目的物 は,単 一 の属 性 と,一 価 の属 性値 を持つ

とは限 らない。 異 な った属 性か らも同 時に有効 に 検索 し得 るフ ァイル を考 える時,そ こに は

複数 の イ ンバ ーテ ィッ ド ・フ ァイルが必 要 とな る。

AttributeValueSpacelObjectSpace A.ttributeValueSpace2

Valuell Object1 Value21
●

一

×
Value12 Object2 Value22

Object3 Value23Value13

/.ノ /ノ

複 数の イ ンバ ー テ ィッ ド ・フ ァイル を持 つ 検索用 フ ァイル

AttributeValueSpaceを,単 純 な一 次配 列 しか想定 しな い とす れ ば,inverted

fileを 用 いた検 索 も充 分 に効果 を発 揮す る もの とはな らな いで あ ろ う。 これ は場 合 に よ る

が,例 えば,自 然言 語 の よ うに,長 さが可変 で,重 複 す る部分 の 多 く現 われ る もの には,木

構造(treestructure)の リ ス トが採用 され る場 合 があ る。

AttributeValueTree

node

node

ObjectSpace

木 構 造 の イ ンバ ーテ ィッ ド ・フ ァイル

この場 合に は,AttributeValueSpaceの 検 索はct技"の 分 岐点(node)を た ど っ

て い く方式 が取 られ,う ま くしつ らえれ ば,一 次配 列の テー ブル検 索 よ りず っと良 い効果 が

期 待 し得 る。

また,AttributeValueを,適 度 の分 散 を も った整 数値 に変換 し得 るよ うな函数 が選

べ る場 合1ごは,こ の函 数変 換 に よ って得 られ た整 数値 を,ObjectSpaceの 中 の番地 に対

応 させ る方法 もあ る。
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■

こ の 函 数 変 換 で,AttributeValueか ら疑 似 乱 数 を 発 生 さ せ る 方 法 が 取 ら れ る も の は ・

'hashing -te 、chnic"と し て 知 ら れ て い る 。"hashing-technic"は,都 合 よ く適 用 さ

れ た 時 は,最 小 の 記 憶 ス ペ ー ス で,最 も 素 早 い 検 索 が 可 能 に な る 。

F(A(V))
せ　

F:hashing関 数 ＼
＼

＼

＼
＼

＼

hashtable objectspace

address1

「

・』ject1

〃2 2〃

〃3 3〃

〃4 〃4一

〃5

/一 ーーー ノ

一
/＼ 一一

"h
ashing"を 用 い た フ ァイル

ー つ の属 性値 に関 して,同 一 の属性値 を持 つ目的 物 が複数個 存在す るよ うな 情報群 も存在

し得 る。
'

Aa(01)=Va

Aa(02)=Va

ま た,逆 に,一 つ の 目 的 物 が,あ る 属 性 に 関 し て,多 価 の 値 を 持 つ 情 報 群 も 存 在 し 得 る 。

A(0)-Vi,V2,Vn

SONSofFREDareTOMBILLand,

こ の よ う な 情 報 群 を 検 索 に 都 合 良 く フ ァ イ ル す る 方 法 の 一 つ と し て,AttributeValue

Spaceと,ObjectSpaceと の 間 に,ポ イ ン タ ー・一テ ー ブ ル を 介 在 さ せ る の が,良 く 取

ら れ る 手 段 で あ る 。

AttributeValueSpacepointertableObject-'ゴpace

＼ Object1Value1 ←

一

←

一

一

pointer11

"12

〃13

〃2Value2
〃21

〃22
〃3

〃23

〃24
「

〃4

/1　 ノ ノー '一 ＼ ノ

ポ イ ン タ ー ・テ ー ブ ル を 介 在 さ せ た フ ァ イ ル
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上の 図で は,Object1,3,4は,あ る属 性 に 関 しで等 価 －Value1一 を共 有

して い る ことにな る。

等価 の属 性値 を共有 す るObject群 を,一 つのObjectか ら連想 的 に引 き出 したい とい う

要 求 が生ず る場 合 もあ る。 この よ うな要 求の 存在 す るシス テ ムでは,等 価 の属 性値 の ポイ ン

ター ・テー ブル を作 る代 りに,等 価 の属 性値 を共 有 す るObject群 を リング構造 で結 びつ け

て お く.場合 が あ る。 リング構造 は,リ ス ト構 造 の特殊 形 態で,ポ イ ンターが巡現 してい る。

el

AttributeValueSpace ObjectSpace

r
Valuel Object1一 ■

＼

⊃
リン

Object2

)
( Object3

、

/＼ 一 ノ

ノ

リング構造 を用 いた フ ァイル

リング構造 で は,一 つ の リング中 に含 まれ る情報 の単 位 を"メ ンバ ー"あ るい は"メ ンバ

ー ・エ レメ ン ト"等 と呼 び ,リ ング中 の どの メ ンバ ーか ら出発 して も,他 の 全 メ ンバー をた

ぐ り出す ことがで き,ま た一部 分 の変 更 も1リ ング ・ポ イ ンターを結 び変 えるだけ で容易 に

行 な える特質 を有 してい る。

リング構 造の 特質 を更 に前 進 させ た もの に,D・T・ROsS(MIT)の 提 唱 した,Multi

RingStructureが あ る。ROSSは 主 と して,図 形 デ ー タの 蓄積 のた めに これ を考 え出

した が,MultiRingStructureに お いて は,多 元 的属 性空 間中 の情報 を・一 元的記 憶

空 間中 に写 像 し,か つ,.こ れ が元 の 多元 的属 性空 間中 に 容易 に逆 写 像で きる。…・…・い い 換

えれ ば,"写 像"一 フ ァイ リングで あ り,"逆 写 像"一 検索 で あ る。

MUItiRingStructureは ま た,情 報 間 の階層 関 係 を も良 く表 現 し,要 す るに,い わ

ゆ る"Mesh"構 造 をな した 情報 の検 索 に効 力 を発 揮す る。

上 に掲 げた様 々の フ7イ リング ・テ クニ ックを用 い て,一 または組 み合 せ て 一 各種

のIRシ ス テ ムが開発 され て きた。 以下 にその 代表 例 のい くつ か につ いての 抄録 を試 み る。
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MultiLingStruc'ture

1.2既 存IRシ ス テ ム 抄 録

1.2.1「INFOL」(INFormationOrientedLanguage)

1.開 発 機 関 名 「CDC」

(ControlDataCorporation米 国)

2

Q
U

開発期間

概 要

目 的

汎 用 情 報 検 索 シ ス テ ム

フ ァ イ ル

ト リ ー 構 造 に二よ る フ ァ イ ル

ー つ の フ ァ イ ル は い くつ か の エ レ メ ン トか ら な る 。

各 エ レ メ ン トは デ ー タ ・ア イ テ ム の 同 型 の リ ス ト か ら な る 。

ア イ テ ム1(サ ブ ア イ テ ム1,サ ブ ア イ テ ム2… ・…・)

エ レ メ ン ト

エ レ メ ン ト
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ハー ドウエ ア

本体CDC3600/3800

主 記 憶 装置32,000語

1語48ビ ッ ト

カー ド・リー ダ ー

ライ ン ・プ リンター

磁 気 テー プ装 置.

磁 気 ドラム装置

ソ フ トウエ ア

SCOPEオ ペ レー テ ィング ・システ ム(テ ー プまたは ドラム)

デ ー タ ・フ ァイルは 磁気 テー プに作 られ,検 索 は シーケ ンシ ャル ・サ ーチで あ る。

機 能

INFOLは6個 の フ ューズか ら成 り,各 フ ューズは次 の よ うな コ ン トロール ・

ワー ドを持 つ。

(1)ESTABLISHMENT

フ ァ イル作 成の た めの フ ューズ。次 の2種 類 の情報 を与 えて,フ ァイル を作

成。

① フ ァイル を記 述 す るた め の 情報 。

② フ ァイル に挿 入 す るデー タ

(2)INTERROGATION

① 検 索基 準 を与 えて検策 す るこ と。

② 検索 され たデ ー タを編 集 して出力 す るこ と。

(3)UPDATE

フ ァ イル申 の デ ー タの変 更 を行 な う。

①discreteupdates

限 られ た ステ ー トメ ン トの変 更,除 去,挿 入 を行 な う。

②Selectiveupdates

ア イ テ ムの値 がSelectiveeriteriaを 満 足 す るエ レメ ン トの変 更,除

去,挿 入 が 行な われ る。

(4)REVISION

デ ー タを記 述す る情報 の変 更 を行 な う フューズで あ る。

エレメントに アイテム を付 け加 え る とい うよ うな ファイルの 構造 の変 更 を行 な う。
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(6)VALIDATION

フ ァ イ ル の 中 の 情 報 が,一 定 の 条 件 を 満 足 す る か,否 か を 調 べ る 。

1.2.2「GIS」(GeneralizedInfor皿at輌onSystem)

開 発 機 関 名IBM(米 国)

開発期 間

概 要

目 的

汎用 情 報 検索用 フ ァイル ・マネ ー ジメ ン ト・システ ム

フ ァイル構 造

(1)Fi,ldO,ientedData記 録 を小分 類項 目をKEYと し て検索 。

(2)RecordOrientedData記 録 を中 分類 項 目 をKEYと して検 索。

(3)FileOrientedData記 録 を大 分類項 目 をKEYと し て検索 。

ハ ー ド ・ウエア

IBMシ ス テ ム/360

ソ フ ト ・ウエ アOS/360

検 索 はSequentialとIndexe己Sequentialが あ る。

・.23rNALP・S」(N・ ・i・n・1L・ ・9・P9・p・ ・・・…f・ 皿・・i・nSy・t・m)

1.開 発 機 関名 ㈱特 許 デ ー タ ・セ ンター(日 本)

2.開 発 期 間1969年10月 ～1970年2月

3.開 発 人員5名

4.概 要

目 的

企 業 の生 産性 をス ピー ド化 に 伴ない,特 許 情報 の迅速 か っ正 確 な把握の 要求 に対

処 す るた め,お よび特 許制度改 正後 に予 想 され る情報 の急 激 な増加 に適 した体系

化 され た 汎用 性の あ る特 許 情報処理 シス テムの開発 が要 求 され,そ れに答 えて,

シ ステ ム構成 の簡 明化 と使用 上 の簡易化 を計 るため,特 に 自然語 を用 い た特許 情

報 全分 野 にわた って,情 報処理 ・検索 が可能 な システ ム を開 発 し,情 報 サ ー ビス

に 際 して は,英 文 お よび米 国特許等 の外 国特 許 に も関連 づ け・抄録'明 細書等 の

マ イ クロ フ ィル ム ・システ ムに連動 させ 得 るよ うな情報 処理 シス テ ム。.

-

り
臼

Q
∨

フ ァイ ル構 成

① 原 デ ー タ処理 用 デ ー タ シー ト
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②

③

④

⑤

⑥

デ ー タ入力 カー ド

オ リジナル蓄積 磁 気 テ ープ

ユ三 夕ー ム ・インバーティッ ド フ ァイル

磁 気 デ ィス ク展 開 フ ァイル

分類 フ ァイル

検索 の アル ゴ リズ ム

① 代数 方式

② 論理 方式

③ 関数方 式

ハ ー ド ・ウエア

'
NEAC2200/400

FACOM230/25

ソ フ ト ・ウエ ア

COBOLお よ びFORTRAN使 用 。

機 能

オ ール ・イ ン ・ワ ン方 式 によ る検 索,お よ び日本語 英語 自動 翻訳 共用 検 索。

1.2.4医 学 文献 分析探 索 システ ム(MEDLARS)

1.開 発 機 関名 米 国国立 医 学 図書 館(NLM)

2.開 発 機 関

3.概 要

目 的

多 目的 システ ム

その一 つ はIndexMedicusや そ の他の 再現 的書 誌 を発 行 す るこ と。

処 理

rH・n・yw・ll800」 t.

磁 気 テー プ上70万 件 の 引用 索引 項 目プロファイル を シ リアル に探 索 して行 な う。

この探 索 は本 質的 に マ ッチ ング過 程 一 雑誌 論文の 索引 項 目 プロファイルが探 索

定式 に対 して マ ッチ ングさせ られ る 一 で あ る。

探索定 式 とは,質 問の主 題 を システ ムの 管理 された用 語 に翻 訳 した もの であ る。

要求 探索 の質 問は,「 要 求 探 索質 問書式 」に よ ってNLMに 主 として郵送 され る。

MEDLARS地 域 セ ン ターで処 理 され る質 問の大 部分 は各 々の セ ンターへ の 個
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人 的 な訪 問に よ ってな され る。

探 索定 式 は,探 索 分 析者 によ って,主 題見 出 しおよび 副見 出 しの プ ール結 合(論

理 和,論 理積 およ び否定)の 形式 で 作 られ る。属 的 探索 は樹 木 構造 に よ って実 施

で きる。

"A9
,44,44の 属 的 探索"と は,属 項 目"網 膜"(木 構 造中A9,44.4

4と して 固定 され る)と,こ の 木構 造で これに下属 す る全 ての 項 目,即 ち"眼 底,"

"燈 斑"お よび"体 と錐体"に つ い て探索が行 な われ る こと を示 す
。

フ ァイル

遡 及探 索 の ベ ー スは,1964年 以 降,毎 月 のIndexMedicusに 入 力 され

た,生 物 医学 分野の 雑 誌論 文の 引用,約50万 件 で ある。

この デ ー タ ・ベ ース は,現 在,年 率20万 件 の 割合で増 加 してい る。 雑 誌論 文の

約45%は 英 語 以外 の言 語 で書 か れ てい るが,全 ての収 録論 文 に つ い て,1件 当

り平 均6,7項 目 の索引 づ けが な され てお り,そ の際 に は医学 主題 見 出 し(Mesh)

で 管 理 された言 語 が使用 され て い る。

年間3000件 以 上 の要求 探 索 がNLMで 処 理 され てお り,更 に合衆 国 内,英 国

およ びス ウ ェーデ ンのMEDI.ARS地 域 セ ンター で探 索 が行 なわ れ てい る。

約2400誌 の 科学 誌 が 定期的 に索引 づけ られ てい る。

これ らの約1/3が 過 剰 に,即 ち1論 文当 り4項 目弱 の索引 づ けが な され て いる。

Meshは,13の 広 い主 題分 野申,約7000の 普 通 の前 等 置形 主 題 見 出 しか ら

な ってい る。

これ らの項 目の階 層 的分類(木 構造)も また,索 引者 と探索分 析者 は手 に入 れ るこ

こ とがで きる。

1966年1月 に副 見 出 しが システム中に取 り入 れ られた 。 同年 に は53項 目 が用

い られ た が,こ の副 見 出 しは"生 合 成"や"併 発症"の よ うな一 般 概 念項 目で,

主 題見 出 しにつ け て,追 加 の前 等置 でな ければ用 い られ な い。 例 えば"異 常性"

とい う副 見出 しは分 野A(解 剖 学)の 用語 に しかっ け られ ず,"先 天 的"は 分 野

C(疾 病)の 用 語 にの み適用 され る。

1.2.5唱 「SMART」(SaltonsMagicalAutomatiacRetrievalofTexts)

1.開 発 機 関名 ハー バー ド大 学

↓
コー ネル 大学(米 国)

2.開 発 期 間

3.概 要
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目 的

完全 自動化 情 報検 索 シス テ ムの研究,検 索技 術 の評 価 を行 な う こと。

フ ァイル

磁気 テー プ ・ベ ースの シ リアル ・フ ァイルで あ る。

ハ ー ド ・ウエ ア

ハ ーバ ー ド大 学:1 .BM7094

コ ー ネル大学:CDC1604 .

ソ フ ト ・ウエ ア

フ ォー トラ ン ・プ ログ ラムが大部 分 を 占め るg,、

処 理 方式

① 辞書(デ ィクシ 。ナ リー)を 使用 しない。

② 統計 的 相 関 によ る同義語抽 出。

③ シ ソー ラスによ る術語 の グル ー ピ ング。

④ 概 念体 系 参照 。

⑤ 統計 的句 処 理

⑥ 構 文分 析 に よ る句の処 理

⑦ 質 問 と文 献の 相関

⑧ 文 献 の群 別(ク ラスタ リング)

⑨ 適 合 性 フ ィー ドバ ック(シ ステ ム との相 互 通信)。

検索 タ グは標題,抄 録,全 文 であ る。

今 後 の予 定

① ラ ンダ ム ・アクセ ス大容 量記 憶 装置 を設 置 す る。

② リアル タイ ム処 理

1.2.6rCDMS」(C・mmerci・ID・t・ ぬ ・・g・m・nt§y・t・m)

1.開 発 機 関名SDC(SystemDeveloqmeatCorporation)一 米 国

2.開 発 期 間

SDCが 軍 需用 に開発 したTDMSI開 発 期間3カ 年,費 用 約100万$)を,民

間用 に拡 張 した。

3.概 要

目 的

タイ ム ・シ ェア リング ・エ ンバ イロ ンメ ン ト下 で の汎 用 情報 検索,処 理 用File
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●

●

ManagementSystem・

フ ァ イ ル

ハ ー ド ・ ウ エ ア ・ペ ー ジ ン グ の 下 で 情 報 を 多 元 のA,O,V(Attrifute,

Object,Value)に 整 理 し て,こ れ を メ ッ シ ュ 構 造 の デ ー タ に し た て る 。

hashingに よ る デ ー タ ・ マ ッ ピ ン グ を 採 用 。

AttributeValue

Dictionarア

ObjectElement

ハ ー ド ・ ウ エ ア

本 体IBM360/67

記 憶 媒 体 デ ィ ス ク 装 置

ソ フ ト ・ ウ エ ア

専 用 の オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム

機 能

デ ー タ の 諸 属 性 を キ イ に し た 素 速 い 検 索

問 題 点

ぼ う 大 な 費 用 を 要 す る 。

デ ー タ の ア ッ プ ・デ イ ト に 複 雑 な 処 理 と 長 い 時 間 を 要 す る 。

1.2.7「IDS」(lntegratedDataStore)

1.開 発 機 関 名GE(GeneralElectricCompany)

2.開 発 期 間

3.概 要

目 的

汎 用 情 報 検 索,デ ー タ 処 理 用FileManagementSystem

フ ァ イ ル

ソ フ ト ・ ウ エ ア ・ペ ー ジ ン グ に よ る デ ー タ ・ベ ー ス

記 憶 単 位 は,フ ァ イ ル 創 生 時 に 決 定 さ れ る 固 定 長 の"エ レ メ ン ト"に 分 け られ,
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各 エ レメ ン ト間 は,階 層 を持 った"リ ング"で 結 ばれ る。 エ レメ ン トの フ ァイル

内 マ ッ ピングには,hashing手 法 が取 り入 れ られ てい る。

また,プ ログ ラムによ る,メ モ リィ ・ペ ー ジ ングが行 な われ る。

リン グ

マ ス タ ー ・エ レ メ ン ト

ハ ー ド・ウエ ア

本体GE-635

記 憶 媒 体 ドラム

ソフ ト ・ウエ ア

「GECOS」(GeneralElectricComprehenciveOperating

Supervisor)

の 元 でCOBOL,FORTRANか ら使 用可 能 。

機 能

Associativedata(内 容 間 に 関連 を持 つ デ ー タ)の 自動 フ ァイ リ ング およ び

自動 検 索,ア ップデ ー ト,ソ ー テ ィ ングを可 能にす る。

問 題 点

処 理装 置,外 部 記憶 装置 の費用 がか さむ 。

フ ァイル創 成処理 に時間 がか か る。

多量 に入 り組 ん だ関係 を持つ デー タの メ ッシ ェ構造 の表現 はで きない。

1.2.81BM人 事 管理

1、 開 発機 関名 日本IBM

2.開 発 期 間

3.概 要

社 員 デ ー タ

a写 真

b入 社 時の デ ー タ

c性 格,管 理 能力 等 数量 化で きない デ ー タ(手 書 きの書類)。

d合 理 化 で きるデー タ(コ ン ピュー ター)
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` フ ァイル構 成

A基 本 フ ァイル

a社 内歴(給 与,駐 在 手 当,所 属,職 位 の累積記 録)

b人 事 記 録(学 歴 関係,家 族,身 体,教 育,表 彰)

c評 価 記 録(入 試,考 課,教 育)

d特 技 記 録(特 技,免 許,資 格)

B補 助 フ ァイル

a名 称 マ ス ター(所 属,職 位,学 歴,専 攻)

検 索方 法

リクエ ス トの項 目 は最大54項 目 とし,項 目を必 須,選 択 の どち らか に指定 す る。

必 須 を指 定 した項 目はすべ て満足 せね ばな らない が,選 択 を指 定 した もの は,例

えば,10項 目 あれ ば,そ の 内 どれ か で最低5項 目満 足すれ ば よい ことにす る。

ス テ ップ

(1)ラ イ ン業務 の機 械化

② 人 事統 計資料 の 機械 化

(3)総 合 的 な人事 部 門 機械化

(4)検 索 シス テ ム化

1.2.9「LawResearchService」

開 発機 関名LRS社(米 国)工

2

Q
己

開発 期間

概 要

目 的

判 決 の基 礎 を判 例 に お く米 国の,過 去 の判例 を検 索す る。

フ ァイル

コー ドの付 い た判 例100万 件 以上蔵 書 にし て10万 冊 以 上 を ファイ リング

.ハ ー ド ・ウエ ア

UNIVAC418

HA.NEYWEI.L200

ドラ ム(790KWAccesstime8msec)

端 末 機

ウエスタ ン ・ユ ニ オ ン電信 会社 のTELEXnet-workを 利 用,全 米17個 所

のLRS地 方 セ ンターtお よび利用 者へTELEX,お よび電 話 回 線で連結。
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出 力

判 例 集 の 巻 数,ペ ー ジ 数,州 名,原 告,年 月 日 を3～4分 で タ イ プ ア ウ ト,コ ピ

ー の 郵 送 も行 な う
。

利 用 者

法 律 事 務 所,弁 護 士 な ど 約6500人

利 用 方 法

検 索 項 目 を 「 コ ン ピ ュ ー タ ー ・シ ソ ー ラ ス 」 を ひ い て コ ー ド(10桁 の 数 値)に

直 し て タ イ プ す る と,こ の コ ー ドに 対 応 す る 回 答 が 返 る 。

1.210そ の 他 の 検 索 シ ス テ ム

MITのTIP(TechnicalInformationProgram)

NASAのIRシ ス テ ム(8DI)

IBM技 術 情 報 セ ン タ ー のCIS(CurrentInformationSystem)

ChemicalAbstractsServiceのIRシ ス テ ム

米 国 議 会 図 書 館 のPROJECTM'ARC(MA.chineReadableCataloging)

ENGINEERINGINDEX社 のPROJECTCADRE(Current

AwarenessD・c皿 ・nLR・t・i・v・lf・ ・Engi・eers)

米 国 民 間 情 報 機 関 のIRシ ス テ ム

EcerptaMedicaFoundation(オ ラ ン ダ)のEXCERPTAMARKI

SYSTEM・

日 本 科 学 技 術 情 報 セ ン タ ー の 文 献 検 索 シ ス テ ム

●

●

2.現 シ ステム の検索上 の問題 点

本業務 は あ らか じめ調 査,収 集 された 資料 を もとに して,企 業側 か ら出 され た適地 と して の必

要条件 に合致 した地 域,あ るい は地 点 を選 出 す る情報 検索 システ ム とな る。

情報 検索 システ ムは一 般 にsyntaxに よ る検 索 とsemanticsに よ る検索 とに分 け られ るが・ こ

れ らは,そ れ ぞれ情 報検 索 シス テムの別 の基 準 によ る類 型化,す なわ ち,Documentretrie-

valとFactretrievalに ほ ぼ対応 してい る もの と考 え られ る。

SyntacticRetrieval 、「【、 、 、、

/
//

ノ/

SemanticRetrieval

DocumentRetrieva1

!z〆 〆/

、 、
、 、
、 、 へ し

FactRetrieva1

情 報 検索 シス テ ムの現状 を見 ると,前 者 の カ テゴ リーの シス テ ムは科 学技 術 文献 等 の検 索 シス
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む

テ々 ム と して かな り開発 が進 んで お り
,実 用 に供 され てい るが,後 者の カテ ゴ リーの システ ムはい

まだに試 行錯 誤の状 態 にあ る とい え るだろ う。

当 システ ムは業務 の性格 上,両 カテ ゴ リーの ほぼ中間 に位置 す る もの と考 え られ る。

この シ ステ ムと同種 と思 われ る シス テ ムと して,判 例検 索 シス テ ム,特 許 情報 検索 システ ム等

の各 種 システ ムの構 想 が打 ち出 され,開 発 され っ っあ るが,い つれ も莫 大 な費 用 を前 提 として,

な お実用 に致 るまでに は相 当 の困 難が 予想 され て い る。 これ らの シス テムで一 般 に取 り扱われるデ

ー タは非 常に繁 雑
,か つ莫 大 な量 で あ一り,デ ー タ属 性間 の関連 が複雑 で あ るとい え るが,当 シス

テ ムでの主 要 な 問題点 と して,

検 索要 求の頻 度

デ ー タの属 性数

デ ー タの信 頼性

デ ー タ更新 の頻度 およ び容易 さ

デ ー タ属性 の具体 性 お よび一意 性

デ ー タ属性 の コー ド化 およ び容易 さ

属 性 間の 関連 の複 雑 さ

システ ムに要求 され る厳 密性

マ ッチ ングの容易 さ

が考 え られ,ほ とん どが デ ータに 関す る もの とな る。 この シス テ ムと類 似 の情報 検 索 システ ムで

は実用 化 した例 が少 ない た め,対 比 検 討は あ ま り価値 がな い と思 われ るが.一 応 前 述 の主要 な問

題点 につ い て対 比 した。

この表 の評価 はあ くまで も主 観的 な評 価 で あ るが,他 の情報 検索 システ ムに く らべ て,決 して

不 利 な点 が少 な くない こ とは 否 めない事 実 と思 われ る。
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各種情報 検索 システ ムの特質対比

ー

O
』
ー

シ ス テ ム

デ ー タ

件 数

検索要求
の 頻 度

デ ータの

属 性 数

≠ タの

信 頼 性

データ更

新の頻度
および容

易 さ

データ属

性の具体

性および
一 意 性

データ属

性 コー ド

化の容易

さ

属性間の

関 係 の

複 雑 さ

検索条件
の厳密性

システム

に要求 さ

れる

厳 密 性

マ ッチ ン

グ の

容 易 さ

総 合

評 価

工場適地
検索 機械処理

適性評価/

観。。/

/○

中

△ △

小

×

中

△

小

×

小

×

大

×

小

×

中

△

中

△

一4

判例検索

〃

膨大

×

大

○ △

大

○

検

車

△

小

×

小

×

大

×

'

中

△

大

×

中

△

一3

特許情報検索

〃

膨大

×

大

○

大

×

大

○

中

△

中

△

中

/△

大

×

大

○

大

×

小

×

一2

人事情報
検索

〃

非測

△

非測

△

小

○

非測

△

大

×

中

△

大

○

申

△

中

△

中

△

大

○

十2

部品検索

〃

大

△

非測

△

中

△

非測

△

非測

△

中

△

大

○

中

△

中

△

大

×

中

△

0

図面検索

〃

大

△

非測

△

莫大

×

非測

△

非測

△

小

×

小

×

大

×

小

×

大

×

小

×

一7
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3.情 報 検索 側 か ら見た デー タ の検 討

当 シ ステ ムに使 用 され るデ ー タは前述 の如 く全国 で約3000個 所 にあ る工 場 団地 につ い て,

(1)そ の 個 々の 属 性(C調 査 資料),(2}地 区 に ま とめた属 性(B調 査 資 料)・(3)地 域 の属 性(A調

査 資 料)の3段 階 に分 かれ てい る。 この資 料 はあ くまで もマニ ュアル処理 を前 提 と して収 集 され

た もの で,機 械 検索 に対 す る考 慮 は 全 く払 われ ていな い。 した が って,こ の よ うな資 料 を コーデ

ィングに移 す前 に現 資料 の どの部 分 が検 索の条 件 として用 い られ るべ きか・ また用 い 得 るか を整

理 し,吟 味す る必 要 があ る。 そ こで これ らの資料 を情報 検 索 シ ステ ムの立 場 か らみ る と・ 検索用

に フ ァイ リングす るに は次 の様 な問題点 があ る と思 われ る。

1.検 索 の制 限条 件 とな り得 る属 性(適 当 な スケ ールを もった数量表 現 のデ ー タ,あ るい は コ

ー ド化 され た条 件等)と
,そ の ままの 形 では 制限条 件 と して採用 で きない属 性 が混在 して い

る。

2.あ る種 の属 性 は抽象 的乃 至 視覚的 な表 現 がな され てい て,数 量 化,コ ー ド化 が困難 であ る。

(地 区,地 点 の概 要 とか図 面情 報 な ど)

3.属 性 間 に何 らかの相 関や階 層 があ るが,そ れ らが厳密 に整理 され ていな い。

4.コ ー ド化,数 量 化 され 得 る と思 われ る属 性 の中 に も,実 際の検 索条件 と しては ほ とん ど役

立 た ない と思 われ る ものが混在 してお り,整 理 され てい な い。

5.一 部 の 資料 に は信頼 性が欠 け,記 載 もれ や くい ちがいが あ る。

そ こで,こ れ らの問題 を中心 に既 存 資料の カテ ゴ ライズを 試 み た。 表 中 の属 性 は検索 作業 を

主体 に考 えた もの を集録 した もの で,検 索結 果 情報 の編集 配 布 に注 目した な ら・ 更 に多 くの 各種

デ ー タ属 性 の フ ァイ リングが問題 とな るであ ろ う。 た と えば 団地,地 域,県 その他 の名 称,図 面

デ ー タ等 が それ に概 当す る。
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ー

O

Φ
ー

レ ベ ル
属 性

デ ー タ 内 容

比較検

討の容 灘レ
不要

検索条件 とし

備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ /容 易さ て の ウエ イ ト

県の広さを無視して,単 純に数量のみを
産 業 人 口 産業別人口 ・伸長率 △ △

人 比較しても無意味と思われ る。

密 度
人 口密 度 ぐ1) ◎ ○ 地区別統計 も含む。

(地 区別 ・全県)

要 県の広さを無視して,単 純に数量のみを
社 人 口 推 移 年別増減人員 ×

A
○ 比較して も無意味と思われる。

口

会 所 得 産業別平均所得 ○

新 卒 者 ㈹ 卒業者数 ・進学者数 ・就
的 労 職者数 ・行先区分 ・全県 ○ △ 地区別を含む

調 就 職 状 況 地区別 ㈹
働

平均初任給
環 力 就 業 者 労 賃 ○ ○

産業別男女別

査 境
政
財 政

一般会計科 目別才入 ・才

罐 特別会計才人'才
△
要

○

県の広 さを無視して単純に数量のみを比

較して も無意味と思われる。

策 誘致条例 要
企業誘致 ㈹ △ ○ 地区市町村別

環 (地 区別㈹市町村別㈹) ×

境 企業名 ・年 月 ・所在地 ・ 県の広さを無視して単純に数量のみを比
立 地 企 業 × △

規模 ・主要製品 × 較して も無意味と思われる。

9 4
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ー

O

や
ー

レベル
属 性

デ ー タ 内 容

比較検

討の容

数量化 ・/

桑嚢ツ

検索条件 とし

備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ /容 易さ
て の ウ エ イ ト

用 工業用地 ㈱ 地区 ・団地別 ㈹
自 物 ◎ ◎ 団地別のデータ

然 質 推 定 価 格 地 目 ・価格 ◎
1

的 的 工 場 用 地 名 称 ・地点名 ・年度 ・ 要

A 地 造 成 計 画 価格 その他
△

○
○

環
資 要
電 力 電力開発 ×

×

○

境
要

調 植 物 ・鉱 物 場所 ・蓄積 ・埋蔵量 △
源 ● △

産業関連施設 図面 ・概要 ・道 路 × ○

産 産 ××

査 葉

理

業

環F

工業生産推移㈹ 地区別年度額㈹ △ / △ 地区別 データ広 さとの相関あ り

境 境
工業生産

業種別,規 模別,事 業所
数 ・男女従業員数 ・出荷 △

要
△ 同 上

額 ×

人
B 人 口 人口 ・人 口密度 ○ △

調
産業人口

査 産 業 構 造 ○ ○
口 産業別人口比



1

0

0。

ー

比較検 数量 化 ・ 検索条件 とし
属 性 コ ー ド

レ ベ ノレ デ ー タ 内 容 討の容 の要 備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ
不要

/容 易さ
て の ウ エ イ ト

政 市町村別才入 ・才出

策
財 政 事 情

市町村民税
○ 団地 と市町村の対応が完全でない。

社

会
環

境
企 業 誘 致 担当部局 ×

要/
/×

× このデ ータのみでは条件 とな りに くい。

的
地区内職安管内 月間有効求職者数

B 環 労 ○ ○

境 働
求 職 者 数 男女別

新規採用出身地別通勤状
力 主要企業労働者 △ △ 整理の必要がある。

態 ・学歴

当事者名,紛 争経過補償 要
産業公害の実例 × ○

産 態様 ● △
調

業

公
公害 の 可能性 説明文 × / ○

害 要
公害の防止対策 説明文 ×

×

査
文 施

教 設
文 教 施 設

地区内学校数 ・生徒数 ・

科 目

×
要

○
地区の広さと相関あ り

工 説明文 要
地 質 × ○

業 ボー リング結 果表 ×

用

地
土 地 利 用 現況

町別 ・地 目別

面 積(m2)
△ / ○

s,



ー

㎝
㊤
ー

レ ベ ル
属 性

デ ー タ 内 容

比較検

討の容 竃㌢
不要

検索条件 とし

備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ /容 易 さ て の ウ エ イ ト

団地別 ・地 目別 要
工 場 適 地 ㈹ △ ○ 団地別デ ータ

面 積(㎡) ○

自 工 場名 ・団地番号 ・面積 要

然
工 工 場 決 定 用地

価格 ・地 目区分

△
○

B

的

■ 業 売 買 実 例
所在地 ・面積 ・地 目 ・価

×
要

格 ・年月 日 △
物

質

的

用 漁 業 権 × /
環 要

地 補 償 実 例 ×
境 ×

調
土地改良事業 要

×

開 拓 事 業 ×

工 業 用 水 事業所名,水 量,価 格,
工 ×

使 用 状 況 取水地点

水源所 在地,L能 力,実 績 一部要

査 業 地 下 水 △ ◎ 団地内の位置情報 をどうコード化す るか?

取水深度,取 水可能量 △

河川名,最 大 ・最小 水量 要
用 河 川 水 水利状況,農 業水利権 △ ◎ 同 上

(図 面)水 利計画 △

水 工 業 用 水 道 / ◎ノ 同 上



ー

Φ

O
ー

レ ベ ル
属 性

デ ー タ 内 容

比較検

討の容 艶/
不要

検索条件 とし

備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ /容 易さ て の ウエ イ ト

工 用 計画給水人口,区 域内人 要

自 葉 水
上 水 道 口,現 在給水人口,料 金

実績,現 在公称能力
△

○
○

然
的 地 気 候

平均気圧,気 温,降 水,
○
要

○

←

●

日照時間,天 気日数 ○
物 理

B
質
的 的 災 害 災害実例 △

要

○
環 条
境 要
件 地 高 説明文 ○

○

要
輸 送 状 況 図 × ○

運 ×

調
要

産 道 路利 用 状況 種別,路 線名,交 通量 ○ ○
○

輸 鉄 道 ・貨 物
一部要

業 駅別 トン数 △ ○ 位置情報のコー ド化が必要
取扱実 績能力 △

通 局別加入者数,テ レタイ 要
査 環 通 信 施 設 プ,交 換 方式,科 金,即 ○ ○ 同 上

信 時区域,架 設費,難 易 ○

電 図面表示
境 送 配 電 施 設 名称 位置,種 別 ○ ○

施設容量,余 裕

送配電施設計画
力

楡

、



1

0

声
ー

レベル
属 性

デ ー タ 内 容

比較検

討の容 瀞/
検索条件とし

備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ /容 易 さ て の ウ エ イ ト

機 械 修 理 企業名,業 種,所 在地 要
B 産 △

機 能 力 規模,設 備 △

械

業 修
理
土 木 工 事 〃 △

要

△
調 ●

工 要
環 業 電 気 工 事 〃 △

△
機
関 要

査 境 水 道 工 事 〃
、 △

△

要
一 覧 団地 番号,面 積,所 在地 ○ ○

○

C 土 、 要
地 目 別 概 要 地目別収入 ×

地 △

用 用途,根 拠,告 示指示, 要
団 地用 途 規則 ○ ○ 、

途 年月日 ○

調
地 質,地 耐 力

コ ー ド,数 値 ◎ ○

土 抗打 可能 深度

地 工 業 団地 造成
有無の区別,事 業名 ○

要
有無だけの1青報では不十分か?

査 利 計 画 の 有 無 △

用
団地 と農業事情 /



ー

O

N
ー

レ ベ ル
属 性

デ ー タ 内 容

比較検

討の容 ll㌻/
検索条件 とし

備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ /容 易さ て の ウ エ イ ト

取水可能量 要

用
地 下 水

水 質
○

○
◎

工 業 用 水 道 使用の可否(事 業名) 要
○ ◎

(含 合計) 使用可能月日 ○

水 上 水 道 施 設 要
C 種 別 ○ ○

可 能 性 ○

最寄鉄道駅への距離 要
通 勤 の 便 ○ 既存 データでは不十分 と思 われ る。

交 駅名,図 面表示 △

専 用 引 込 線 /
の 可 否

可否 施設費総額 ○

/
△

調
専 用 岸 壁

可否,水 深 ○ ○

使 用 可 否

通 公 共 岸 壁
距離,水 深 ○ ○

へ の 距 離

電 変電所,引 込可能な高圧
査 電 力 施 設 ○ ○ 容量,電 圧 も必要?

力 線への距離

排
排 水 条 件 距 離 ○

排 水 先 名称(河 川,海 面) ×
要 公害とのかねあいをどうするか?

水 △



ラ,

レベル
属 性

デ ー タ 内 容

比較検

討の容 ll3/
検索条件 とし

備 考

大分類 中分類 小 分 類 易 さ /容 易さ ての ウエ イ ト

公 要
配慮すべ き事項 説明文 ○ ◎

C
害 ○

用地,地 目区分 要
調 図面表示 ×

農業事業状況 ×

査

農業関連施設図 図面表示 × /
㈹ レベル の異 なるデータの混入 している もの。
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■

資 料1.

適 地 調査A

1.県 内 行政 区画 図

2.概 況 概況図

概 況

3.県 内調査地区総括表

4

亡
O

亡O

人 口

就業人 口,所 得

6.工 業 生 産

7

8

9.

10.

人口推移

⑧ 地区内行政区画

⑧ 地 区内NETW・RK地 形団地

@自 然'産 業・関連施設・工業用地・用水・労働力 ・

人口移動状態

就業人口

生産所得

工業生産推移

工業生産現況

工業用地 工業用地推定価格

工業用地 造成計画

産業関連施設計画 産業関連施設計画概要

道路計画 路線別区間概要年次事業主体

鉄道計画 路線別計画種区間,規 模年次事業主体

港湾空港計画 港湾施設現況,種 別,管 理者 ・取扱量,水

深,専 岸能力,港 湾計画,港 格港区機能,

規模,年 次主体

空港現況,種 別,東 京か らの距離,乗 降人

員施設,空 港計画

⑧ 空港図

工業用水道計画 事業主体,期 間,取 水源,給 水区域給水

量

電 力 電力開発計画 事業者,地 点,出 力,年 次

資 源 鉱物資源 県主要鉱物資源 鉱種,地 域,地 質 ・鉱山,埋 蔵量

品位

鉱物生別生産実績 県.区 分別生産量

一65一

工 業開 発 の方 向,

地 区別,面 積,人 口,団 地 数面積,出 荷額,就 業比

率

地 区別,人 口,自 然増,社 会増S35,S42

県 別,転 出入 人 口

地 区別,産 業大分 類別,就 業人 口

県 産 業大 分類 別,人 口,生 産所 得

地 区別,工 業産業 推移,S30～S42伸 び 率

県,産 業申分類 別,事 業 所,就 業者,出 荷額

地 区別,産 業中分類 別,出 荷 額

地 区別,団 地 別,地 目,価 格

団地別,事 業主体 面積,規 模,年 次事 業費



11.

12.

13.

14.

農業水産資源

林 業

水産業

労 働 新規学卒者就職状況

県内就業者労賃

文教厚生施設観光 文教施設

文化厚生施設

観 光

財 政 普通会計決算状況

企業誘致 企業誘致条例

誘致担当部局

産業賠 対策 ㊥ 鵠 対策

農業生産額,地 区別業種別

耕種 品目別生産量,地 区別

蚕繭生産量 地区別 量,額

蓄産農業 地区別,動 物別

林業生産所 得 地 区別,種 別

森林面積,地 区別,種 別

森林蓄積,地 区別,種 別

⑧ 県 ・森林区画図

生産額 地区別,魚 類別

漁種別魚獲量 魚類別

学校種別,地 区別

産業別,男 女別

学校別,所 在地,学 科別、定員数(大 学,短 大)

研究所 研究機 関所在地

試験所 〃 〃

病 院 病院別,所 在地,病 床数診療料

⑪ 観光現況 温泉 ゴルフ揚 鍋

㊧ 醗 緬 地区別内容

普通会計決算 細 目別S40～42

歳出入"

普通会計決算 性質別 〃

地方税率表 税 目別

県,地 区別 市町村,年 月対象条件奨励措置,有 効

期間

部局系別,機 構

防止条例
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適地調査B

2.地 区総括表

3.概 況

4

5

ρ0

地 区,県,面 積,人 口,出 荷 額,就 業人 口

産 業構造,財 政力指 数

蹴 図 ⑧NETW・RK施 設

概 況 一般概況@

締 の沿革 ⇔

輸送施設 道路 種別,路 線名,定 点終点,実 延長,・地

区内状況

鉄道 路線別,起 点終点,総 延長,地 区内状

況

港湾 港湾別,港 湾種別,整 備状況,拡 充計

画

空港

地

水

力

力

期

勧

工

用

電

労

都市環境

産業立地条件整備の方向

適地産業

工業生産の現況

主要企業

工業団地 地 質

㊥
㊥
㊥
労働者 総数,産 業大分類別,就 業構造

就職者数 年次別,男 女別,S40～42

新規学卒者 学校種別,卒 業者,就 職者

初 任 給 産業別,学 校種別,男 女別

⇔ 労嚇 取得賜 姓・気質

㊥ ・

㊥

㊥

産業中分類別,事 業所数,就 業者数,出 荷

額

業種別,企 業別。所在地,面 積,従 業員,

生産量,能 力,事 業所設立経過

③ 地 形

⇔ 地 質

⑧ 地質図

⑧ ボーリング地点図

一67一



7.工 業 用 水

綻 用地涜 買掛 地図 ⑧

⑧

土地利用現況

都市計画図

工場適地

工場決定用地

売買実例

漁業権

漁業権図

漁業補償実例

補償内容

補償交渉経過

土地改良事業

開拓事業

農業構造改善事業

農業転用実績

工業用水使用状況

地下水

'河 川 水

工業用水道

現 況,井 戸所 在地,調 査 時 期,種 別,能 力,

揚 水 量,深 展,

㊧ 取水可能量

⑧ 地下水取水地点

現況,河 川名,調 査地 点,年 次別,月 別

流量

水温

⑧ 現在水利状況

⇔ 余裕糧

地 域別,管 理者,農 家 数,設 定 年月,取 水

ボーリング地点別 地質

地 目別面積

⑧
団地別,面 積,地 目内訳

団地別。立地年月 区分,地 目内訳,整 地,

費,決 定工場名

所在地,土 地買収面積,取 得価格

組合別,組 合員数,漁 業権,漁 獲物

事業主体,工 事期間,埋 立面積,事 業費,

内訳

補償理由,対 象魚区面積,組 合数,組 合員

数,魚 種,算 定基礎

要求額,妥 結額,期 間,組 合名,仲 介者

土地改良地区 ・施行主体,年 度,事 業費

事業主体,年 度,種 目,事 業量。事業費,

受益範囲

年次別,種 別

事業所別,水 量,価 格,表 流水,伏 流水,

井戸水,工 業用水,上 水道,淡 水,海 水

水温,水 質

一68一
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8.輸 送 状 況

g.通 信 施設

10.送 配 電 施設

11.機 械 修理 能 力

12.労 働

13.気 候

14.災 害

上水道

⑧ 上水道管椴 図

主要企撒 硫 動図 ㊥ 企業別源 材料 製品別・

道路利用状況

定期 トラック輸送

鉄 道

港 湾

送配電設備 ・計画

施設図

地区内職業安定所

管内求職者数

主要企業労働者 .

災害事例

被害状況

地 高

防災施設

防災組織

河川量,受 益面積

現況,建 設年月,水 源,計 画給水量,区 域

実績,価 格,余 力

量・1レー ト

道路種別,観 測地点,交 通量

事業者別,路 線運行回数,両 数,経 過地,

所在地(事 業所)

貨物取扱実績,線,駅,年 次別

取扱量内訳,品 目,数 量,仕 向地,発 着別

取扱能力 能力,実 績,荷 役機械

港湾利用状況,年 次別,総 計,内 訳

主要取扱品目 品種,数 量,仕 向地,仕 出地

電話局所在地,等 級,加 入数,区 域,方 式,

料金,即 時通話区域,架 設費用

名称,位 置,種 別,設 備容量,余 裕

⑧ ◆

業種別,企 業名,所 在地,従 業員数,能 力

実質

男女別,年 次別

会社事業所名,出 身地別新規採用者,就 業

者総数,通 勤状態

年,月 別,気 温,降 水,風,天 気日数

⑪
県 災害種別,発 生期 日,区 域,損 害

地区

⇔

⑪

指定区 域

水防組 織

一69一
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15.産 業 公害

16.文 教 厚 生 施設

17.地 方 公共 団体

18.調 査 期 間 ・経過

警縣 統 ⑧

産業公害事例

公害可能性

公害防止対策

文教施設

職業補導施設

文化厚生施設

・
宅住

情事

入

率

政

出

財

歳

税

資料源

⑧
⑪

公害発生源事業所,

内容,補 償内容

年 度,種 類,被 害者,

大学高校別,学 校名,所 在地,科 目別定員

施設名,所 在地,科 目定員

病 院 病院別,所 在地,病 床数,診 療

科目

都市 ガス 事業主体,建 設年月,製 造工場

量,区 域,戸 数,実 績価格

計 画 事業主体,供 給 源,計 画供給

量,区 域,工 事費

⑧ 配管図

㊥ 下水路

㊧ 蹴 施設等
一 般住宅事情 ,普 通世帯数,戸 数,1人 当

り量数住宅不足数,政 府施策住宅建設計画

年次別戸数

普通会計決算状況,年 次別項日別金額

項目別,税 率

㊥

一70一

・膨



適地調査

1

2

a

4

5

C

団地概要

地目別概要

団地 と用途規制

団地と農業事業

団地の立地条件

6.団 地 の地目内訳

7.産 業関連施設図

⇔

地 盤

工業団地達成計画の有無

用 水

鉄 道

港 湾

電 力

排 水

公'害

地 目別,面 積,整 地費,所 有者数

う
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資 料2

DA .TA→ 適 地調 査・A・B

計 算機DATA

[
読 むDATA

見 るDATA

地 域DATA－ 各 県 比較

[
地 区DATA－ 各適地比較

地 点DATA－ 各団地比較

.Cに 収 録 されて い る もの全 て

1◇

一73一



ー

ベ
《
ー

立 地 条 件 地 域 地 区 地 点

a用 水 工業用水使用状況B-7 用 水C-5

地下水の現況B-7 排水条件C-5

工業用水道B-7

上水道B-7

'

b気 候 気 候B-13

c災 害

d市 場 県庁間距離A－ ユ 人 口,人 口密度B-2

人口推移A-4

所得,一 人当 りの県民所得A-5

e原 材 料 県庁間距離A-1 送配電線施設A-10 電 ・力C-5

(エ ネ ル ギー

を含む)

f交 通 貨物取扱量B-8 地区間の距離B 道 路C-5

貨物利用状況B-8 鉄 道C-5

港 湾C-5



L

ー

や

O
l

立 ・地 条 件 地 域 地 区 地 点

9通 信 電 話B-9

h情 報 機 関 大学数B-16

i労 働 力 社会増加人口A-4 地区内職業安定所管内求職者数

一 人 当 りの県 民所 得A -5 B-12

新規学卒者就職状況A-11 新規採用者出身地別B-12

県内就業者労働賃金A-11 通勤状態B-12

大学,高 校定員数B-16

」 用 地 工業団地数A-3 団地数B-6 団地の地 目別概要C-2
}県 評

〃 団地面積A-3 団地面積B-6 地 盤C-5

k関 連 産 業 就業人口A-5 地区間の距離B-1

工業生産推移A-6 就業人口B-2

工業生産現況A-6 工業生産の現況B-2

一

1生 活環境お 財政力指数B-2

-
補 償B-15

よび地域社会 産業構造B-2 公 害C-5

人口密度B-2

文教施設B-16



ー

や
⑳
ー

立 地 条 件 地 域 地 区 地 点

住 宅B-16

厚生施設B-16

a用 水 工業用水道計画A-8

用 水B-3

河 川 水B-7

.

b気 候

c災 害 災害事例B-14

被害状況

防災施設B-14

防災組織B-14

指定 区域B『14

d市 場 経済の沿革B-3

e原 材 料

(エ ネ ルギ ー

を含 む)

電力開発計画A-9

県主要鉱物資源A-10

鉱物種別生産実績A-10

電 力B-3



1

弍
や
ー

立 地 条 件

f交 通

9通 信

h情 報 機 関

i労 働 力

地

港湾施設

港湾計画

空港現況

空港計画

県別転出入人口

域

只
)

8

8

8

一

ー

一

－

A

A

A

A

A-4

● ■

地 区 地 点

8 産業関連施設計画 A-8 輸送状況(鉄 道) B-8

8 〃 (道 路計画) A-8 鉄 道 C-5

8 〃 (鉄 道計画) A-8 港 湾 C-5

8 輸送施設(道 路) B-3

(鉄 道) B-3

(港 湾) B-3

(空 航) B-3

通信施設 C-9

試験所 A-12

学 校 A-12

研究所 A-12

4 労働力 B-3

求職者数 B-12

新規学卒者 B-12

初任給 B-12

'



ー

∨

o。
ー

立 地 条 件 地 域 地 区 地 点

j用 地 適地の概況A-2 県内調査地区総活表A-3 工場決定用地B-6

地区総括表B-2 漁業保障実例B-6

一 撮概 況B -3 土地改善事業B-6

地 高B-14 農業構造改善事業B-6

工 業用地(地 形,地 質)B-6 団地概用C-1

土地利用現況B-6 地目別概用C-2

団地 と用途規制C-3

団地の立地条件C-5

k関 連 産 業 水産業A_10 機械修理能力C-11

農林業生産A-10 団地と農業事業C-4

産業立地条件整備の方向B-3

適地産業 －B_3

主要企業内容B-5

1生 活環境 お 観 光A-12 病 院A-12 産業公害B-15

よび地域社会 財 政A-13 文化厚生施設開発計画A-12

企業誘致A-14 都市環境B-3 都市 ガスB-16

産業公害対策A-14 下水路B-16

観光施設等B-16

職業補導施設B-16

や



立 地 条 件
,

地 域 地 区 地 点

病 院B-16

財 政B-17

税 率B-17

ー

『
㊤
1

立 地 条 件 地 域 地 区 地 点

a用 水 現在水利状況B-7 上水道管敷設図B-7

b気 候

c災 害
警報系統図B-14

d市 場

e原 材 料 送配電施設費B-10

f交 通 空港図A-8 主要企業物資流動図B-8

9通 信
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よ
(〒

立 地 条 件 地 域 地 区 地 点

h情 報 機 関

i労 働 力

j用 地

概況図A-2 概 況図B-3

地質 図B-6

ボー リング地点図B-6

都市計画図B-6

漁業権図B-6

決定用地,売 買地地図B-6

産 業関連施設 図C-7

k関 連 産 業

1生 活 環 境 都市ガス配管図B-16 公害可能性図B-15

◆ ●.'-
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資 料3

〔 フ 。イ ルデ ー タ 〕

1デ ー タの形

i)ク ロ スデ ー タ

地 区 名 面 積 人 口 人 口 密 度 ノ

ii)時 系 列 デ ー タ

項目年度 人 口 工 業 出 荷 額

30

35

38

40

＼

＼.
マ ト リ ク ス デ ー タ

県A 県B

県A

県B

,

`

iii)

H

1)

かii)

iiD

.皿)

a用

b気

c災

d市

e

デー タの区分

地域データ

地区データ

地点データ

立地条件の表示

水

俣

害

場

原材料(エ ネルギーを含む)

f交 通

9通 信

h情 報機関

i労 働力

一81一
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k

l

用 地

関連産業

生活環境 および地域社 会
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⑱

〔地域 デー タ 〕

1県 庁 間距離

① 県 庁 所 在 地 札 幌 青 森 盛 岡 『

札 幌

青 森

盛 岡1

＼
㎞

㎞

皿 県内調査地区総括表

・① 工 業 団 地 数 団地面積(㎡)

調 査 地 区 計

皿 人 口

A人 口推移

④ 年 度 総 計 増 加 人 口 自 然 増 加 社 会 増 加

昭和30年

31

↓

人 人 人 人

B就 業 人 口 ・所 得

④ 所得(百 万 円) 就業人口(人)
一人当 り県民所得

総 数

第 一 次 産 業

第 二 次 産 業

第 三 次 産 業

分類不能の産業

V[A工 業生産額推移

④ 36 37 →
昭 和35年

工 業 出 荷 額 (百万円)
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B業 種別 ・事業所数,従 業者数,工 業出荷額

㊤ 業 種 名 事 業 所 数 従 業 者 数 工 業 出 荷 額

食 料 品

繊 維 工 業

武 器

そ の 他

総 計

V労 働

A新 規学卒者就職状況

① 卒業者数

中 進学者数

学 合計

校 就職者数 県内

県外

卒業者数
一
局 進学者数
等

学
合計

校 就職者数 県内

県外

一84一
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B県 内就業者労働賃金

、

○

L

種類別 初 任 給

男女別 平 均 賃金 中 卒 高 卒

産業別 男 女 男 女 男 女

第 一 次 産 業

第 鉱 業
二
次 建 設 業

産 製 造 業

業 平 均

第 三 次 産 業

平 均

W貨 物取扱量

Aト ラック輸送t数(B鉄 道,C船 舶。航空輸送 も下記に準ず る。)

① D

O 北海道 青 森 .・ ● ◆'■ ■. 鹿児島 海 外 合 計

北 海 道

青 森

鹿 児 島

海 外

合 計

※ 「輸送状況 」主要企業物質流動図によ る0.D.
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〔地 区デ ー タ 〕

県 名 地 区 名 臨海又は内陸

1地 区間の距離

◎ ○○地区 △△地区 × ×地 区

○○地区 ＼ ㎞ ㎞

△△地区 ＼ km

××地 区 ＼
皿 地区の総括表(計)

市町村

総 計

団地数

面 積 .

(k㎡)

人 口

(人)

人口密度

ひ/k㎡)

.製 造 品

出 荷 額

就業人口

(人)

産 業 構 造 財政力

指 数
備 考

第1次 第2次 第3次

①

皿 工業生産の現況

⑧

⑧ ㊦ ④

業 種 名 事 業 所 数 従 業 員 数 出 荷 額

食 料 品

繊 維 工 業

…

武 器

そ の 他

総 計

N工 業用水

A工 業用水使用状況

◎ 水 量 ・価格等 表 流 水 伏流水 井戸水 抗内水 上水(浄 水) その他

事 業 所 計
水 量 ㎡/日

平均価格円/日
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⑧

B地 下水の現況

揚水実績㎡/日 取 水 深 度m

平 均 値

最 大"値

D工 業用水道

◎

給水価格(円) 給水余力(㎡)

平均値 ・合計値

E上 水道

給水価格(円) 給水余力(㎡)

平均値 ・合計値

V貨 物 利 用状 況

Aト ラ ック(B鉄 道,

◎

C港 湾 も下記 に準ずる)

年 度 総 量 発 量 着 量
、

昭和37年

38

39

V[送 配電線施設

送配電設備

◎ 設 備 容 量 KW

余 裕 KW

vn労 働

A地 区内職業安定所管内求職者数

① 昭 和 ×× 年

月間有効求職者数 男 女

合 計
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①

B主 要企業労働者

新規採用者出身地別 通 勤 状 態

合 計 県 内 就業者総数 社 宅 自 宅 借 家 ・下 宿 その他

v皿 気 候

㊦ 平均気温 平均湿度 降雪日数

X文 教厚生施設数

A文 教施設

①

①

①

①

学校種別 学 校 名 定 員 数

高 校

大 学

そ の 他

B住 宅

公営 集団 住宅

現在戸数 計画戸数 普通世帯数 住宅不足数

C厚 生施設

件 数 定 員 数

職業補導施設

病 院

一88一
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〔地点 デ ー タ 〕

県 名 地 区 名 団地番号 調査表の真数 を入れ る

1団 地の地 目別概要

へ

① 地 目 田 畑 宅地 山林原野 埋立地 雑種地 合 計

面 積(㎡)

土地所有者数(人)

埋立 嵩」二 整地に必要な経費概算(Fil/fm2)

土地価格(円/㎡)

注)(面 積)一(面 積)_1-(取 得面積)

価 格 は最 新 の もの

皿 団地の立地条件

①

◎

◎

◎

⑧

⑧

◎

地質および地耐力 1～4t/㎡

地盤
抗打可能な地盤 までの深さ(m) m

地 下 水 取水可能量
}平 地水量(㎡/日)

用水 工業用水道 〃

上水道の敷設可能性の可否 Oor1

幹線道録への距離
道路
地区内の人口最大市町村への距離

最寄駅への距離
鉄道
専用引込線の敷設の可否

専用岸壁の使用の可否(お よび水深)
港湾
公共岸壁への距離(お よび水深)

変電所 または引込可能な高圧線までの距離
電力
電 圧

一

排水 排水条件 A～E種

電話 即時通話区域 0～1

補償
〃

工場排水 〃

公害 大気汚染 〃

騒 音 〃

一89一
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